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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

第一部 【企業情報】

回次 第52期中 第53期中 第54期中 第52期 第53期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

(1) 連結経営指標等

売上高 (百万円) 18,284 18,045 19,303 38,789 39,582

経常利益 (百万円) 1,116 1,479 1,783 2,873 3,869

中間(当期)純利益 (百万円) 604 725 945 1,625 2,403

純資産額 (百万円) 25,008 27,466 30,058 26,569 29,399

総資産額 (百万円) 38,200 39,104 42,680 40,266 43,182

１株当たり純資産額 (円) 1,115.49 1,171.74 1,266.01 1,141.06 1,245.40

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 26.99 31.08 40.10 70.32 100.96

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 26.63 30.85 39.78 69.56 100.09

自己資本比率 (％) 65.5 70.2 70.0 66.0 68.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,292 1,638 645 2,918 2,768

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △325 △1,468 △737 △760 △3,217

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △137 △40 △379 98 △166

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(百万円) 4,449 6,430 5,600 6,247 5,762

従業員数 
[外、平均臨時 
従業員数]

(人)
974 
[137]

1,202
[175]

1,285
[226]

1,187 
[179]

1,195
[196]

(2) 提出会社の経営指標等

売上高 (百万円) 14,585 12,533 13,027 29,634 28,361

経常利益 (百万円) 813 978 1,383 1,955 2,698

中間(当期)純利益 (百万円) 434 441 803 1,120 1,689

資本金 (百万円) 6,778 6,778 6,830 6,778 6,823

発行済株式総数 (株) 23,499,894 23,499,894 23,641,894 23,499,894 23,623,894

純資産額 (百万円) 22,659 24,443 26,082 23,951 25,741

総資産額 (百万円) 34,321 33,160 35,273 34,154 36,313

１株当たり配当額 (円) 7.00 9.00 11.00 14.00 20.00

自己資本比率 (％) 66.0 73.7 73.9 70.1 70.9

従業員数 
[外、平均臨時 
従業員数]

(人)
558 
[63]

573
[59]

611
[ 61]

564 
[60]

572
[58]



(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 提出会社の「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり中

間(当期)純利益」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

３  純資産額の算定にあたり、平成18年9月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針（企業会計基

 準適用指針第８号）を適用しております。 

  



２ 【事業の内容】 

事業区分の変更 

 従来、製造販売、役務の提供といった事業の機能に着目して「環境試験事業」、「電子デバイス装置事

業」、「環境サービス事業」の３つに区分しておりましたが、第二次経営革新計画「ESPEC G-Company 

Plan」が当中間連結会計期間から実施されるのを契機に、製品の種類・性質の類似性などの観点から事業

区分の見直しを行い、「環境試験事業」、「電子デバイス装置事業」、「その他事業」の３区分に変更い

たしました。これは、事業探索費用やアフターサービス等の周辺事業を環境試験機器あるいは電子デバイ

ス装置の製造販売事業に含めて一つの事業としたほうが事業を管理するうえでのシナジー効果がより高い

との判断で社内管理区分を変更したことに伴うものであります。この結果、従来、「環境サービス事業」

に区分していました環境試験装置に係るアフターサービス事業及び託験サービス事業を「環境試験事業」

に区分することとし、「環境サービス事業」に区分していました新規事業のうち、既存事業と関連の深い

ものについてはそれぞれ当該事業に含めることに変更しました。また、従来「環境サービス事業」に区分

されていた事業のうち、他セグメントに移管していない残りの事業については、「その他事業」を新設

し、その中に含めております。 

  

３ 【関係会社の状況】 

新規 

 主に欧州地区で環境試験機器等の販売を行うため下記の会社を設立し、関係会社といたしました。 

（名称）ESPEC EUROPE GmbH （住所）Munich,Germany 

  (資本金）50千ユーロ （主要な事業の内容）環境試験事業 

 （議決権に対する提出会社の所有割合）100.0％ 

 （関係内容）当社製品の欧州地区等での販売 

 
  



４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は[ ]内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。 

２ 研究開発部門及び管理部門を「全社(共通)」に含めております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は[ ]内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループには、下記の労働組合が組織されております。 

 
労使関係は相互信頼に基づき、安定した状態にあり、特記すべき事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

環境試験事業
928
[192]

電子デバイス装置事業
222
[12]

その他事業
22
[17]

全社(共通)
113
[5]

合計
1,285
[ 226]

従業員数(人)
611
[61]

組合名 エスペック労働組合(昭和42年４月６日結成)

組合員数     678人(平成18年９月30日現在)

所属上部団体 ジェイ・エイ・エム(ＪＡＭ)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油価格の高騰などに懸念材料はあるものの、企業収益

は改善を続け、設備投資も引き続き増加傾向にあるなど、景気は堅調に推移いたしました。 

こうしたなか当社グループは、5ヵ年の経営革新計画「ESPEC G-Company Plan」の初年度として、自

動車関連市場などの成長市場向けの取組みを推進するとともに、中国やEUをはじめとする重点戦略地域

において販売を強化してまいりました。また、国際調達の拡大などの現地化の推進や外部経営資源の有

効活用など収益改善に向けた取組みに注力してまいりました。 

さらに、戦略地域における事業拠点の新設・拡充や、昨年新たに参入した半導体洗浄装置事業の育成

など、長期的な成長に向けた取組みについても強化してまいりました。 

こうした結果、環境試験事業において受注・売上が好調に推移するとともに、電子デバイス装置事業

の大幅な利益率の改善などにより、受注高・売上高・営業利益のすべてにおいて、過去最高を達成する

ことができました。 

  

 
  

事業の種類別セグメントにつきましては、次のとおりであります。 

①環境試験事業 

環境試験器につきましては、自動車やエレクトロニクスといった成長市場や、中国・ＥＵをはじめと

する海外重点戦略地域を中心に販売強化に取組んでまいりました。なかでも、カーエレクトロニクス分

野の一層の拡大を背景に、開発・評価用の恒温恒湿器や冷熱衝撃装置が好調に推移いたしました。利益

面では、セグメント変更に伴う販売費及び一般管理費の増加などにより利益率は低下しましたものの、

関係会社の業績貢献もあり、前年同期比で増益となりました。 

また、アフターサービス・エンジニアリングにつきましては、お客さまへの定期的かつ積極的な訪問

サービスにより、修理・保全作業が順調に拡大しましたものの、前年特需により好調だった大型試験設

備の移設・改修に伴う周辺工事が減少し、前年同期比で減収減益となりました。 

受託試験・レンタルにつきましては、好調な自動車市場のお客さまからの試験ニーズの増加にスムー

ズに対応し、前年同期比で増収となりましたものの、新試験所開設に伴う販売費及び一般管理費の増加

により、減益となりました。 

こうした結果、受注高は15,225百万円、売上高は13,860百万円、営業利益は1,355百万円となりまし

た。 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 増減率

百万円 百万円 ％

受注高 19,537 22,627 15.8

売上高 18,045 19,303 7.0

営業利益 1,363 1,685 23.6

経常利益 1,479 1,783 20.6

中間純利益 725 945 30.4



②電子デバイス装置事業 

FPD装置事業につきましては、LCD市況の不透明感は増しつつありますものの、台湾LCDメーカーの既

存ラインの増設により、受注高につきましては前年同期比で大幅な増加となりました。売上高につきま

しては、第8世代の次世代ガラス基板対応熱処理装置を納入してまいりましたが、台湾LCDメーカーの納

入時期の下期先送りにより、前年同期比で減収となりました。利益面につきましては、国際調達による

現地化の拡大や、外部経営資源の有効活用、装置構造の見直しなど、収益向上に向けた積極的な取組み

により、利益率は大きく改善いたしました。 

半導体装置事業につきましては、海外半導体メーカー向けDRAM用バーンイン装置や国内自動車メーカ

ー向け車載デバイス用の半導体評価システムが増加するなど、受注・売上は好調に推移いたしました。

利益面につきましては、外部経営資源の有効活用による生産性の向上や販売費及び一般管理費の抑制な

どにより、増加させることができました。 

こうした結果、電子デバイス装置事業全体では、受注高は7,493百万円、売上高は5,406百万円、営業

利益は399百万円となりました。 

  

③その他事業 

その他事業では、既存事業とのシナジー効果の期待できる成長分野に対し、積極的な経営資源の投入

を行い、収益の柱となる新たな事業の開発・創造を推進しております。また、当事業セグメントには、

従来から取組んでおりました環境エンジニアリング事業が含まれております。 

当事業の売上高につきましては339百万円、利益面につきましては69百万円の営業損失となりまし

た。 

  

＜セグメント変更について＞ 

当期より事業セグメント区分の変更を行っており、主な変更は、以下のとおりであります。 

・環境サービス事業に含めておりましたアフターサービス・エンジニアリングおよび受託試験・レン

タルを、事業の関連性の深い環境試験事業に含めました。 

・新規事業として環境サービス事業に含めておりました半導体洗浄装置事業を、当期よりエスペック

ICF株式会社を連結対象としたのを契機に、事業の関連性の深い電子デバイス装置事業に含めまし

た。 

なお、セグメント区分の変更に伴い、事業セグメントごとの前年同期比増減比率の記載は省略してお

ります。 

  



所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

①日本 

日本では、環境試験事業が自動車やエレクトロニクス市場を中心に好調に推移したことと、エスペッ

クICF株式会社およびエスペック九州株式会社を連結対象としたことなどにより、売上高は17,376百万

円（前中間連結会計期間比9.1%増）となりました。営業利益は、FPD装置事業における現地化の拡大や

コストダウンの推進などにより大幅に利益率が改善し、1,441百万円（前中間連結会計期間比9.2%増）

となりました。 

  

②アジア 

アジアでは、環境試験器の製造・販売会社である上海愛斯佩克環境設備有限公司および環境試験器の

販売会社である愛斯佩克環境儀器（上海）有限公司が好調に推移したものの、FPD装置等の製造・販売

会社であるESPEC KOREA CORP.においてLCDメーカーへの納入時期の先送りがあったことなどにより、売

上高は1,483百万円（前中間連結会計期間比11.4%減）となりました。営業利益は、上海愛斯佩克環境設

備有限公司における利益率の改善およびESPEC KOREA CORP.における販売費及び一般管理費の減少など

によって、169百万円（前中間連結会計期間比413.7%増）となりました。 

  

③米国 

米国では、環境試験器の製造・販売会社であるESPEC NORTH AMERICA,INCの業績が自動車市場を中心

に堅調に推移したことと為替の影響などにより、売上高は1,344百万円（前中間連結会計期間比24.6%

増）となりました。営業利益は、原価率が悪化したものの74百万円（前中間連結会計期間比21.7%増）

となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

キャッシュ・フローの状況につきましては、営業活動により得られたキャッシュ・フローは645百万

円となりました。その主な要因は、税金等調整前中間純利益による資金の増加額1,739百万円、売上債

権の減少による資金の増加額1,510百万円、仕入債務の減少による資金の減少額1,138百万円、法人税等

の支払による資金の減少額985百万円、たな卸資産の増加による資金の減少額367百万円によるものであ

ります。 

 投資活動により支出したキャッシュ・フローは737百万円となりました。その主な要因は、研究開発

用設備の着手金、ESPEC KOREA CORP.及びエスペックICF株式会社による新工場建設等の有形固定資産取

得や無形固定資産の取得による支出647百万円、投資有価証券の取得による支出610百万円、投資有価証

券の売却及び償還による収入591百万円によるものであります。 

 財務活動により支出したキャッシュ・フローは、379百万円となりました。その主な要因は、配当金

の支払額258百万円、短期借入金の返済による支出457百万円、転換社債の償還による支出50百万円、短

期借入金による収入375百万円によるものであります。 

 これらの結果に加え、2社の新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加311百万円があり、現金及び現

金同等物の中間期末残高は5,600百万円となり、前期末と比べ162百万円の減少となりました。 

  



２ 【受注及び販売の状況】 

当中間連結会計期間における受注実績及び販売実績は、次のとおりであります。 

 
(1) 受注実績 

  

 
(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 販売実績 

  

 
(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円)
前年同期増減率

(％)
受注残高(百万円)

前年末増減率 
(％)

環境試験事業 15,225 31.5 4,515 43.3

電子デバイス装置事業 7,493 50.5 6,828 44.0

その他事業 △34 ― 65 ―

 計 22,685 12.2 11,409 36.9

      消去 △57 ― △5 ―

合計 22,627 15.8 11,404 41.1

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期増減率(％)

環境試験事業 13,860 46.6

電子デバイス装置事業 5,406 △3.4

その他事業 339 ―

 計 19,606 5.2

消去 △303 ―

合計 19,303 7.0



３ 【対処すべき課題】 

当社グループは、2006年度から2010年度までを実施期間とした第二次経営革新計画「ESPEC G-

Company Plan」を策定いたしました。 

当計画では、革新的技術の創造により「世界優良企業への雄飛」と「環境先進企業の実現」を目指し

ております。 

これらの目標達成に向けた、対処すべき課題は以下のとおりであります。 
 

  

＜４つの開発＞ 

技術開発：「環境配慮技術」、「ネットワーク技術」、「信頼性シミュレーション技術」、「実環境シ

ミュレーション技術」といった重点テーマにおける技術開発を推進し、2010年度 新製品売

上高比率30％以上を目指してまいります。 

当中間期は、次代の新技術の創造に向けた技術開発体制の強化を目的に、開発要員を集約化

するなど、研究開発の効率化と最適化を図りました。 

人材開発：教育システムの充実やキャリア開発支援制度の導入などにより、経営の視点で事業をプロデ

ュースできる「マネジメント人材」と、高度な専門能力を持つ「スペシャリスト人材」の育

成に努めてまいります。当中間期は、人材開発センターや人材開発委員会を設置するととも

に、次代のリーダーの育成を目的とした「エスペック未来塾」を開講いたしました。今後も

社員満足の向上と、高付加価値創造による顧客満足の向上を図ってまいります。 

事業開発：成長性と収益性が期待できる分野を対象に、外部経営資源を積極的に開拓し、新たなビジネ

スモデルを構築いたします。当中間期は、半導体洗浄装置事業において、新工場の建設や次

世代ドライ洗浄装置の開発を推進してまいりました。 

市場開発：国内におきましては、販売体制の再構築と間接業務集約による営業活動の効率化を図り、自

動車などの好調市場への競争力を強化いたします。 

また、海外におきましては、重要戦略地域である中国やＥＵにおいて、新規顧客の開拓に取

組むとともに、新興市場に積極的に進出することにより、シェア拡大を目指してまいりま

す。 

当中間期は、自動車市場からの受託試験ニーズが拡大する名古屋エリアにおいて当社最大と

なる新試験所を開設、さらにはＥＵ市場の開拓強化を目的に、ドイツに販売会社を設立いた

しました。 

  

＜２つの改革＞ 

モノづくり改革：  部品の共通化やカスタム仕様のモジュール化、設計シミュレーションシステムの 

導入、セル生産方式の拡大など、製品開発から生産にいたるすべてのプロセスに

おいて改革、改善活動を展開してまいります。 

当中間期は、FPD装置事業において、国際調達の推進や韓国関係会社の新工場建設

などにより、現地化の拡大に積極的に取組んでまいりました。今後もこれらの取

ESPEC G-Company Plan(2006～2010年度)
基 本 方 針：グッド＆グローバルカンパニーとしての新たな成長のフロンティアへ

―革新的技術の創造で「世界優良企業への雄飛」と「環境先進企業の実現」― 
[2010年度連結目標値] 
売上高    800億円以上 
営 業 利 益  80億円以上（営業利益率10％以上）



組みを推進し、コストダウンや品質の向上、リードタイムの短縮を追求してまい

ります。 

オペレーション改革：すべての業務において、全体最適の観点から標準化・簡素化を進めるとともに、

実務と基幹情報システムとの最適化を図ります。これにより、間接業務の削減と

業務効率の向上を目指してまいります。 

当中間期は、オペレーション改革室を設置し、営業・設計・生産プロセスにおけ

る業務改善活動を開始いたしました。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  



５ 【研究開発活動】 

エスペックでは研究開発活動としてコア技術である環境創造技術と計測技術、メカトロ技術の組合せや

個々の技術の深耕、新規技術の導入により、新たな環境試験装置・検査システム・熱処理システムの開

発、環境試験装置を用いた信頼性評価技術・新素材の評価技術の研究、半導体洗浄装置の開発、省エネル

ギー・脱フロン・製品リサイクルといった環境負荷低減技術の開発を行っています。当中間連結会計期間

における研究開発費は922百万円であり、事業セグメント別研究開発活動の成果および研究開発費は次の

ようになります。 

  

環境試験事業 

 

(1) 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO技術開発機構）からの委託を 

    受け、高温鉛はんだ代替技術開発のプロジェクトに参加し、RoHS規制に対応した高温は 

    んだの鉛フリー化技術の開発および信頼性評価の研究を平成17年度より継続実施しま 

  した。 

(2) 経済産業省の地域新生コンソーシアム研究開発事業に参加し、高信頼性電子デバイス生産

    システムの研究の開発を今年度より開始しました。 

(3) さまざまな分野で、揮発性有機化合物（VOC）の測定分析に対応するVOC放散試験チャンバ

    ーにBAM Test Mｅｔｈｏｄ試験規格対応したオプションを開発しました。 

(4) （財）日本産業デザイン振興会により行われる、わが国で唯一の総合的デザイン評価・ 

     推奨制度である、グッドデザイン賞。2006年度グッドデザイン賞において、ワイドビュ 

   ー恒温恒湿器：ＰＷＬ／ＰＷＵシリーズ、冷熱衝撃装置：ＴＳＤ－１００がダブル受賞

   しました。分かり易いユーザーインターフェイス、細部にわたる親切な配慮設計、 

   美しく斬新なデザインが評価されました。 

     当事業における研究開発費の金額は、475百万円であります。 

電子デバイス装置事業 

 

(1) 液体と気体の双方の性質を持つ「超臨界」状態の二酸化炭素（CO２）で半導体を洗浄す 

  る装置を開発しました。 

(2) ガラス基板の大型化が進む液晶ディスプレイ（LCD）の製造用熱処理装置として、第8世 

  代ガラス基板（2200mm×2500mm）に対応した装置を製品化しました。さらにお客様の生 

    産性向上に貢献するため、歩止まりの向上、ランニングコストの低減、タクトタイムの 

    短縮などにつながる技術開発に取り組んでいます。 

    当事業における研究開発費の金額は、440百万円であります。 

  

   また、この他にその他の事業において5百万円の研究開発費を支出しております。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設，除却等はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) 提出日現在の発行数には、平成18年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は、含まれておりません。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

種類
中間会計期間末現在 
発行数(株) 

(平成18年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月25日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 23,641,894 23,646,894

東京証券取引所
 市場第一部 
大阪証券取引所 
 市場第一部

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 23,641,894 23,646,894 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

新株予約権 

第１回新株予約権 

  

 
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整に

より生ずる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

  

 
  

  また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行う場合、当社が他社と株式交換を行い完全親会社となる

場合、または当社が会社の分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行うことができるものと

する。 

  

株主総会決議日(平成14年６月27日)

中間会計期間末現在
(平成18年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日)

新株予約権の数 24個 (注)１ 21個 (注)１

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数      24,000株      21,000株

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり547円 (注)２ 同左

新株予約権の行使期間
平成16年７月１日～
平成19年６月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格  547円
資本組入額 274円

同左

新株予約権の行使の条件

対象者は、権利行使時におい
ても、当社または当社子会社
の取締役、執行役員もしくは
従業員の地位にあることを要
する。ただし、当社または当
社子会社の取締役もしくは執
行役員を任期満了により退任
した場合、定年退職その他正
当な理由のある場合にはこの
限りでない。 
対象者は、一度の手続きにお
いて割当を受けた新株予約権
の全部または一部を行使する
ことができる。ただし、権利
行使は１個単位とする。 
新株予約権者の相続人による
当該新株予約権の行使は認め
ない。 
その他権利行使に関する条件
については、本総会および新
株予約権発行の取締役会決議
に基づき、当社と対象者の間
で締結する新株予約権割当契
約に定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取
締役会の承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割(または併合)の比率



第２回新株予約権 

  

 
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整に

より生ずる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

  

 
  

  また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行う場合、当社が他社と株式交換を行い完全親会社となる

場合、または当社が会社の分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行うことができるものと

する。 

  

株主総会決議日(平成15年６月25日)

中間会計期間末現在
(平成18年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日)

新株予約権の数 94個 (注)１ 92個 (注)１

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数   94,000株    92,000株

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり747円 (注)２ 同左

新株予約権の行使期間
平成17年７月１日～
平成20年６月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格  747円
資本組入額 374円

同左

新株予約権の行使の条件

対象者は、権利行使時におい
て、当社または当社子会社の
取締役、執行役員もしくは従
業員の地位にあることを要す
る。ただし、当社または当社
子会社の取締役もしくは執行
役員を任期満了により退任し
た場合、定年退職その他正当
な理由のある場合にはこの限
りでない。 
対象者は、一度の手続きにお
いて割当を受けた新株予約権
の全部または一部を行使する
ことができる。ただし、権利
行使は１個単位とする。 
新株予約権者の相続人による
当該新株予約権の行使は認め
ない。 
その他権利行使に関する条件
については、本総会および新
株予約権発行の取締役会決議
に基づき、当社と対象者の間
で締結する新株予約権割当契
約に定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取
締役会の承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率



第３回新株予約権 

  

 
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整に

より生ずる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

  

 
  

  また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行う場合、当社が他社と株式交換を行い完全親会社となる

場合、または当社が会社の分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行うことができるものと

する。 

  

株主総会決議日(平成17年６月24日)

中間会計期間末現在
(平成18年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日)

新株予約権の数 4,855個 (注)１ 4,855個 (注)１

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 485,500株 485,500株

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり1,266円 (注)２ 同左

新株予約権の行使期間
平成19年７月１日～
平成22年６月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格  1,266円
資本組入額 633円

同左

新株予約権の行使の条件

対象者は、権利行使時におい

て、当社または当社子法人等

の役員もしくは従業員の地位

にあることを要する。ただ

し、当社または当社子法人等

の役員を任期満了により退任

した場合、定年退職その他正

当な理由のある場合にはこの

限りでない。 

対象者は、一度の手続きにお

いて割当を受けた新株予約権

の全部または一部を行使する

ことができる。ただし、権利

行使は１個単位とする。 

新株予約権者の相続人による

当該新株予約権の行使は認め

ない。 

その他権利行使に関する条件

については、本総会および新

株予約権発行の取締役会決議

に基づき、当社と対象者との

間で締結する新株予約権割当

契約に定めるものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取
締役会の承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
(注) 当社取締役、当社従業員、当社子会社の取締役および当社子会社の従業員に対して付与されたストックオプシ

ョン（第1回新株予約権 発行価格547円 資本組入額274円、第2回新株予約権 発行価格747円 資本組入額

374円）の権利行使に伴う新株発行であります。 

なお、平成18年10月1日から平成18年11月30日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が5,000

株、資本金が1百万円、資本準備金が1百万円増加しております。 

  

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日

18,000 23,641,894 6 6,830 6 7,071



(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

 
２ 平成18年4月11日付（報告義務発生日 平成18年3月31日）でバークレイズ・グローバル・インベスター信託

銀行株式会社（6名連名による共同保有）、平成18年8月15日付(報告義務発生日 平成18年7月31日)で株式

会社みずほコーポレート銀行(5名連名による共同保有)、平成18年11月15日付（報告義務発生日 平成18年

10月31日）株式会社三菱UFJフィナンシャルグループ（4名連名による共同保有）および平成18年12月12日付

（報告義務発生日 平成18年11月30日）ブラックロック・ジャパン株式会社（2名連名による共同保有）か

ら大量保有報告書が関東財務局長に提出されておりますが、当社として当中間会計期間末現在の実質所有状

況の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

  なお、大量保有報告書の内容は、次のとおりであります。 

  

 
  

氏名又は名称 住所
所有株式
数 
(千株)

 発行済株式総数に
対する 

所有株式数の割合
(％)

日本マスタートラスト
信託銀行株式会社

東京都港区浜松町２丁目11番３号 2,356 9.97

日本トラスティ・サー
ビス信託銀行株式会社

東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,472 6.23

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内１丁目６番６号
日本生命証券管理部内

929 3.93

バンク オブ ニューヨ
ークヨーロッパ リミテ
ッド ルクセンブルグ 
(常任代理人 
株式会社みずほコーポ
レート銀行兜町証券決
済業務室)

6D ROUTE DE TREVES 
L-2633 SENNINGERBERG 
(東京都中央区日本橋兜町６番７号)

898 3.80

エスペック取引先持株
会

大阪市北区天神橋３丁目５番６号 806 3.41

株式会社みずほコーポ
レート銀行

東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 713 3.02

三菱UFJ信託銀行株式会
社

東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 575 2.43

ザ チェース マンハッ
タン バンク 
(常任代理人 
株式会社みずほコーポ
レート銀行兜町証券決
済業務室)

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET LONDON EC2P 2HD ENGLAND
(東京都中央区日本橋兜町６番７号)

550 2.33

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町１丁目13番１号 546 2.31

エスペック従業員持株
会

大阪市北区天神橋３丁目５番６号 532 2.25

計 ― 9,382 39.69

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 1,733千株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 1,195千株

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

バークレイズ・グローバル・イ
ンベスターズ信託銀行株式会社 
(6名連名による共同保有)

東京都渋谷区広尾1丁目1番39号 1,357 5.75

株式会社みずほコーポレート銀
行 
(5名連名による共同保有)

東京都千代田区丸の内一丁目
3番3号

1,347 5.70

株式会社三菱UFJフィナンシャ  
ル・グループ 
(4名連名による共同保有)

東京都千代田区丸の内二丁目
7番2号

1,209 5.11

ブラックロック・ジャパン株式
会社 
(2名連名による共同保有)

東京都中央区日本橋一丁目4番1
号 
日本橋一丁目ビルディング

2,128 9.00



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,500株（議決権15個）

含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式43株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式) 
普通株式 
     48,200

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

23,570,500
235,705 同上

単元未満株式
普通株式

23,194
― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 23,641,894 ― ―

総株主の議決権 ― 235,705 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
エスペック株式会社

大阪市北区天神橋３丁目
５番６号

48,200 ― 48,200 0.20

計 ― 48,200 ― 48,200 0.20

月別
平成18年 
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 2,035 1,880 1,761 1,720 1,680 1,672

最低(円) 1,830 1,656 1,420 1,455 1,520 1,410



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年

９月30日まで)及び当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間連結財務諸

表並びに前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで)の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けて

おります。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

   現金及び預金 ※２ 4,431 4,187 3,844

   受取手形及び売掛金 ※６ 12,313 15,169 16,316

   有価証券 2,169 1,099 1,568

   たな卸資産 3,502 3,555 2,817

   その他 1,439 1,877 1,952

   貸倒引当金 △4 △9 △7

    流動資産合計 23,853 61.0 25,880 60.6 26,492 61.3

Ⅱ 固定資産

   有形固定資産 ※１

    建物及び構築物 ※２ 3,898 4,045 3,820

    土地 ※２ 4,497 4,526 4,500

    その他 1,063 9,460 24.2 1,541 10,113 23.7 1,288 9,609 22.3

   無形固定資産 1,603 4.1 1,965 4.6 1,507 3.5

   投資その他の資産

    投資有価証券 2,808 2,922 4,018

    その他 1,568 1,977 1,734

    貸倒引当金 △188 4,187 10.7 △178 4,720 11.1 △179 5,573 12.9

    固定資産合計 15,251 39.0 16,799 39.4 16,690 38.7

    資産合計 39,104 100.0 42,680 100.0 43,182 100.0



前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

   支払手形及び買掛金
※２
※６

5,900 6,798 7,203

   短期借入金 ※２ 409 400 472

   賞与引当金 476 529 505

   役員賞与引当金 ― 19 ―

   製品保証引当金 349 265 300

   その他 2,426 2,768 3,303

   流動負債合計 9,562 24.4 10,782 25.3 11,785 27.3

Ⅱ 固定負債

   長期借入金 ※２ 519 508 522

   退職給付引当金 578 453 514

   その他 569 877 729

   固定負債合計 1,667 4.3 1,839 4.3 1,766 4.1

   負債合計 11,230 28.7 12,621 29.6 13,552 31.4

(少数株主持分)

  少数株主持分 408 1.1 ― ― 230 0.5

(資本の部)

Ⅰ 資本金 6,778 17.3 ― ― 6,823 15.8

Ⅱ 資本剰余金 7,059 18.1 ― ― 7,101 16.4

Ⅲ 利益剰余金 13,608 34.8 ― ― 15,078 34.9

Ⅳ 土地再評価差額金 △23 △0.1 ― ― △26 △0.0

Ⅴ その他有価証券 
  評価差額金

347 0.9 ― ― 529 1.2

Ⅵ 為替換算調整勘定 △260 △0.7 ― ― △55 △0.1

Ⅶ 自己株式 △43 △0.1 ― ― △50 △0.1

   資本合計 27,466 70.2 ― ― 29,399 68.1

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

39,104 100.0 ― ― 43,182 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

   資本金 6,830 16.0

   資本剰余金 7,107 16.7

   利益剰余金 15,728 36.8

   自己株式 △51 △0.1

   株主資本合計 29,614 69.4

Ⅱ 評価・換算差額等

   土地再評価差額金 △29 △0.1

   その他有価証券 
   評価差額金

340 0.8

   為替換算調整勘定 △55 △0.1

   評価・換算差額等 
   合計

254 0.6

Ⅲ 少数株主持分 188 0.4

   純資産合計 30,058 70.4

   負債及び純資産合計 42,680 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 18,045 100.0 19,303 100.0 39,582 100.0

Ⅱ 売上原価 12,202 67.6 12,711 65.9 26,536 67.0

   売上総利益 5,842 32.4 6,592 34.1 13,045 33.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 4,478 24.8 4,906 25.4 9,382 23.7

   営業利益 1,363 7.6 1,685 8.7 3,663 9.3

Ⅳ 営業外収益

   受取利息 11 21 33

   受取配当金 14 18 19

   有価証券売却益 12 － 63

   為替差益 25 － 33

   持分法による投資利益 83 87 134

   その他 33 179 1.0 79 205 1.1 70 354 0.9

Ⅴ 営業外費用

   支払利息 17 17 36

   営業外手数料 － 11 16

   為替差損 － 25 －

   たな卸資産評価損 － － 12

   たな卸資産廃棄損 26 30 53

   その他 18 63 0.4 21 107 0.6 27 147 0.4

   経常利益 1,479 8.2 1,783 9.2 3,869 9.8



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益

   貸倒引当金戻入益 22 5 22

   製品保証引当金戻入益 － － 89

   退職給付引当金戻入益 － － 20

   企業年金保険返戻金 － － 27

   投資有価証券売却益 － 5 －

   関係会社清算益 － 22 0.1 － 10 0.1 2 162 0.4

Ⅶ 特別損失

   固定資産除却損 14 2 25

   減損損失 ※３ 49 6 54

   役員退職慰労金 171 40 171

   関係会社清算損 － － 37

   記念行事費用 － － 21

   特別退職金 － － 40

   投資有価証券評価損 － － 95

   関係会社出資金評価損 20 255 1.4 6 55 0.3 － 445 1.1

   税金等調整前中間 
   (当期)純利益

1,246 6.9 1,739 9.0 3,586 9.1

   法人税、住民税 
   及び事業税

※２ 549 778 1,271

   法人税等調整額 － 549 3.0 － 778 4.0 △79 1,192 3.0

   少数株主利益 
   又は少数株主損失(△)

△27 △0.1 14 0.1 △9 △0.0

   中間(当期)純利益 725 4.0 945 4.9 2,403 6.1



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
連結剰余金計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 7,069 7,069

Ⅱ 資本剰余金増加高

   ストックオプション行使 
   に伴う新株発行

― ― 44 44

Ⅲ 資本剰余金減少高

   自己株式処分差損 9 9 13 13

Ⅳ 資本剰余金中間期末 
  (期末)残高

7,059 7,101

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 13,057 13,057

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 土地再評価差額金取崩額 23 26

 ２ 中間(当期)純利益 725 749 2,403 2,429

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 162 373

 ２ 役員賞与 35 198 35 409

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
  (期末)残高

13,608 15,078



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 6,823 7,101 15,078 △50 28,952

中間連結会計期間中の変動額

 ストックオプション権利行使に 
 伴う新株の発行

6 6 12

 剰余金の配当 △259 △259

 役員賞与 △48 △48

 中間純利益 945 945

 自己株式の取得 △0 △0

 自己株式の処分 0 0

 連結子会社の増加に伴う剰余金 
 増加高

51 51

 連結子会社の増加に伴う剰余金 
 減少高

△40 △40

 その他 0 1 1

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額（純額）

― ― ― ― ―

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

6 6 650 △0 662

平成18年９月30日残高(百万円) 6,830 7,107 15,728 △51 29,614

評価・換算差額等

少数株主
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

土地再評価 
差額金

為替換算
調整勘定

平成18年３月31日残高(百万円) 529 △26 △55 230 29,630

中間連結会計期間中の変動額

 ストックオプション権利行使に 
 伴う新株の発行

12

 剰余金の配当 △259

 役員賞与 △48

 中間純利益 945

 自己株式の取得 △0

 自己株式の処分 0

 連結子会社増加に伴う剰余金 
 増加高

51

 連結子会社増加に伴う剰余金 
 減少高

△40

 その他 1

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△189 △3 0 △42 △234

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△189 △3 0 △42 427

平成18年９月30日残高(百万円) 340 △29 △55 188 30,058



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

   税金等調整前 
   中間(当期)純利益

1,246 1,739 3,586

   減価償却費 364 463 843

   減損損失 49 6 54

   関係会社出資金評価損 20 6 ―

   有価証券評価損 ― ― 95

   貸倒引当金の減少額 △29 △3 △28

   退職給付引当金の減少額 △25 △73 △91

   役員賞与引当金の増加額 ― 19 ―

   受取利息及び受取配当金 △26 △39 △53

   支払利息 17 17 36

   有価証券売却益 △12 △9 △63

   有価証券売却損 ― 17 ―

   持分法による投資利益 △83 △87 △134

   売上債権の増減額 2,065 1,510 △1,833

   たな卸資産の増減額 400 △367 1,178

   仕入債務の減少額 △1,383 △1,138 △143

   役員賞与の支払額 △37 △50 △37

   その他 △348 △490 277

    小計 2,218 1,519 3,687

   利息及び配当金の受取額 24 130 137

   利息の支払額 △16 △17 △36

   法人税等の支払額 △587 △985 △1,019

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

1,638 645 2,768



前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

   定期預金の預入れによる支出 ― △5 △174

   定期預金の払戻しによる収入 ― 9 ―

   長期性預金の預入れによる支出 ― ― △100

   有価証券の取得による支出 △169 ― △169

   有価証券の売却及び償還に 
   よる収入

― 69 200

   有形・無形固定資産の取得 
   による支出

△479 △647 △1,034

   投資有価証券の取得による支出 △838 △610 △2,050

   投資有価証券の売却及び 
   償還による収入

226 591 485

   子会社株式の追加取得に 
   よる支出

― △51 △98

   子会社への出資による支出 ― △102 ―

   貸付金の実行による支出 ― ― △230

   貸付金の回収による収入 2 8 6

   その他 △209 1 △50

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△1,468 △737 △3,217

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

   短期借入による収入 410 375 428

   短期借入金の返済による支出 △388 △457 △381

   長期借入による収入 0 20 ―

   長期借入金の返済による支出 △25 △18 △44

   転換社債の償還による支出 ― △50 ―

   配当金の支払額 △161 △258 △372

   少数株主への配当金の支払額 △1 △1 △1

   自己株式の取得による支出 △0 △0 △25

   自己株式の売却による収入 125 0 141

   株式の発行による収入 ― 12 90

   その他 ― ― 0

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△40 △379 △166

Ⅳ 現金及び現金同等物に 
    係る換算差額

52 △2 129

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  増減額

182 △473 △485

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高

6,247 5,762 6,247

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び 
  現金同等物の増加額

― 311 ―

Ⅷ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

6,430 5,600 5,762



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 連結の範囲に関す

る事項

(1) 連結子会社の数 10社

  主要な連結子会社名

  エスペックエンジニア

リング㈱

  ESPEC NORTH AMERICA, 

INC.(米国)

(1) 連結子会社の数 12社

  主要な連結子会社名

  エスペックエンジニア

リング㈱

  ESPEC NORTH AMERICA, 

INC.(米国) 

前連結会計年度におい

て非連結子会社であっ

たエスペックＩＣＦ㈱

及び谷口科学㈱と大分

谷口科学㈱が合併し、

設立されたエスペック

九州㈱は、重要性が増

したことにより当中間

連結会計期間より連結

の範囲に含めておりま

す

(1) 連結子会社の数 10社

  主要な連結子会社名

  エスペックエンジニア

リング㈱

  ESPEC NORTH AMERICA, 

INC.(米国)

(2) 主要な非連結子会社の

名称等

  主要な非連結子会社は

大分谷口科学㈱であり

ます。

(2) 主要な非連結子会社の

名称等

  主要な非連結子会社は

ESPEC（MALAYSIA）

SDN.BHD.であります。

(2) 主要な非連結子会社の

名称等

  主要な非連結子会社は

大分谷口科学㈱であり

ます。

  (連結の範囲から除い

た理由)

  非連結子会社は、いず

れも小規模会社であ

り、合計の総資産、売

上高、中間純損益及び

利益剰余金(持分に見

合う額)等は、いずれ

も中間連結財務諸表に

重要な影響を及ぼして

いないためでありま

す。

  (連結の範囲から除い

た理由)

同左

  (連結の範囲から除い

た理由)

  非連結子会社は、いず

れも小規模会社であ

り、合計の総資産、売

上高、当期純損益(持

分に見合う額)及び利

益剰余金(持分に見合

う額)等は、いずれも

連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていない

ためであります。

２ 持分法の適用に関

する事項

(1) 持分法適用の非連結子

会社数     なし

(1) 持分法適用の非連結子

会社数     なし

(1) 持分法適用の非連結子

会社数     なし

(2) 持分法適用の関連会社

数           １社 

  広州愛斯佩克環境

儀器有限公司でありま

す。

(2) 持分法適用の関連会社

数           １社 

  広州愛斯佩克環境

儀器有限公司でありま

す。

(2) 持分法適用の関連会社

数           １社 

  広州愛斯佩克環境

儀器有限公司でありま

す。

(3) 持分法を適用していな

い非連結子会社(大分

谷口科学㈱他)および

関連会社(済南山大阿

波羅保科技有限公司)

は、それぞれ中間純損

益及び利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても

重要性がないため、持

分法の適用範囲から除

外しております。

(3) 持分法を適用していな

い非連結子会社(ESPEC

（MALAYSIA）SDN.BHD.

他)は、それぞれ中間

純損益及び利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微

であり、かつ全体とし

ても重要性がないた

め、持分法の適用範囲

から除外しておりま

す。

(3) 持分法を適用していな

い非連結子会社(大分

谷口科学㈱他)および

関連会社(済南山大阿

波羅保科技有限公司)

は、それぞれ当期純損

益及び利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても

重要性がないため、持

分法の適用範囲から除

外しております。



前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

３ 連結子会社の(中

間)決算日等に関

する事項

連結子会社のうち、中間決

算日が６月30日のESPEC 

NORTH  AMERICA,  INC.、

ESPEC (CHINA) LIMITED(香

港)、愛斯佩克環境儀器(上

海)有限公司、上海愛斯佩

克環境設備有限公司および

ESPEC KOREA CORP.は、同

日現在の中間財務諸表を使

用し、中間連結決算日との

間に生じた重要な取引につ

いては、連結上必要な調整

を行っております。

同左 連結子会社のうち、決算日

が12月31日のESPEC NORTH 

AMERICA,INC.、ESPEC 

(CHINA) LIMITED(香港)、

愛斯佩克環境儀器(上海)有

限公司、上海愛斯佩克環境

設備有限公司およびESPEC 

KOREA CORP.は、同日現在

の財務諸表を使用し、連結

決算日との間に生じた重要

な取引については、連結上

必要な調整を行っておりま

す。

４ 会計処理基準に関

する事項

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

 ① 有価証券

   その他有価証券のう

ち、時価のあるもの

は、中間決算日の市

場価格等に基づく時

価法(評価差額は、

全部資本直入法によ

り処理し、売却原価

は、移動平均法によ

り算定)、時価のな

いものは、移動平均

法による原価法によ

っております。

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

 ① 有価証券

   その他有価証券のう

ち、時価のあるもの

は、中間決算日の市

場価格等に基づく時

価法(評価差額は、

全部純資産直入法に

より処理し、売却原

価は、移動平均法に

より算定)、時価の

ないものは、移動平

均法による原価法に

よっております。

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

 ① 有価証券

   その他有価証券のう

ち、時価のあるもの

は、決算期末日の市

場価格等に基づく時

価法(評価差額は全

部資本直入法により

処理し、売却原価は

移動平均法により算

定)、時価のないも

のは、移動平均法に

よる原価法によって

おります。

 ② たな卸資産 

仕掛品は主として個

別法による原価法、

その他のたな卸資産

は主として総平均法

による原価法によっ

ております。

 ② たな卸資産 

  同左 

 

 ② たな卸資産 

  同左



前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 ① 有形固定資産

   定率法によっており

ます。

   ただし、平成10年４

月１日以降に取得し

た建物(建物附属設

備を除く)は定額法

によっております。

   在外連結子会社は定

額法を採用しており

ます。

   なお、主な耐用年数

は以下のとおりであ

ります。

建物 15年～50年

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 ① 有形固定資産

同左

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 ① 有形固定資産

同左

 ② 無形固定資産

   定額法によっており

ます。なお、主な耐

用年数は以下のとお

りであります。

   自社利用のソフトウ

ェア     ５年

 ② 無形固定資産

同左

 ② 無形固定資産

同左

(3) 重要な引当金の計上基

準

 ① 貸倒引当金

   債権の貸倒れによる

損失に備えるため、

一般債権については

貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定

の債権については個

別に回収可能性を検

討し、回収不能見込

額を計上しておりま

す。

(3) 重要な引当金の計上基

準

 ① 貸倒引当金

同左

(3) 重要な引当金の計上基

準

 ① 貸倒引当金

同左

 ② 賞与引当金

   従業員への賞与の支

払いに備えるため、

支給見込額基準によ

り計上しておりま

す。

 ② 賞与引当金

同左

 ② 賞与引当金

同左



前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 ③                  ③ 役員賞与引当金 

役員に対して支給す

る賞与の支出に充て

るため、当連結会計

年度における支給見

込額に基づき、当中

間連結会計期間に見

合う分を計上してお

ります。 

 

（会計方針の変更） 

 当中間連結会計期

間より「役員賞与に

関する会計基準」

（企業会計基準委員

会 平成17年11月29

日 企業会計基準第

４号）を適用してお

ります。 

 なお、この変更に

よる当中間連結会計

期間の損益に与える

影響は軽微でありま

す。

③                  

 ④ 製品保証引当金

   製品の保証期間に係

る無償のアフターサ

ービス費用の支出に

備えるため、売上高

に対する保証費用の

発生経験率に基づき

計上しております。

 ④ 製品保証引当金

同左

 ④ 製品保証引当金

同左



前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

 ⑤ 退職給付引当金 

従業員への退職給付

に備えるため、当連

結会計年度末におけ

る退職給付債務及び

年金資産の見込額に

基づき、当中間連結

会計期間末に発生し

ていると認められる

額を計上しておりま

す。 

数理計算上の差異に

ついては、その発生

時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一

定の年数(10年)によ

る定率法により翌連

結会計年度から費用

処理しております。

 ⑤ 退職給付引当金 

  同左

 ⑤ 退職給付引当金 

従業員への退職給付

に備えるため、当連

結会計年度末におけ

る退職給付債務及び

年金資産の見込額に

基づき、必要額を計

上しております。 

数理計算上の差異に

ついては、その発生

時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一

定の年数(10年)によ

る定率法により翌連

結会計年度から費用

処理しております。

(4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

外貨建金銭債権債務

は、中間決算日の直物

為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損

益として処理しており

ます。なお、在外子会

社等の資産、負債、収

益及び費用は、中間決

算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換

算差額は資本の部にお

ける為替換算調整勘定

に含めて計上しており

ます。

(4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

外貨建金銭債権債務

は、中間決算日の直物

為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損

益として処理しており

ます。なお、在外子会

社等の資産及び負債

は、中間決算日の直物

為替相場により円貨に

換算し、収益及び費用

は、期中平均相場によ

り換算し、換算差額は

純資産の部における為

替換算調整勘定及び少

数株主持分に含めて計

上しております。 

     

(4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

外貨建金銭債権債務

は、決算日の直物為替

相場により円貨に換算

し、換算差額は損益と

して処理しておりま

す。なお、在外子会社

等の資産及び負債は、

決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、

収益及び費用は、期中

平均相場により換算

し、換算差額は少数株

主持分及び資本の部に

おける為替換算調整勘

定に含めて計上してお

ります。



前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(5) 重要なリース取引の処

理方法

  リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引

については、通常の賃

貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっ

ております。

(5) 重要なリース取引の処

理方法

同左

(5) 重要なリース取引の処

理方法

同左

(6) 重要なヘッジ会計の方

法

 ① ヘッジ会計の方法

   為替予約が付されて

いる外貨建金銭債権

債務等について振当

処理を適用しており

ます。

(6)   ────── (6) 重要なヘッジ会計の方

法

 ① ヘッジ会計の方法

   為替予約が付されて

いる外貨建金銭債権

債務等について振当

処理を適用しており

ます。

 ② ヘッジ手段とヘッジ

対象

ヘッジ 
手段

…為替予約

ヘッジ 
対象

…外貨建金銭
債権債務等

 ② ヘッジ手段とヘッジ

対象

ヘッジ 
手段

…為替予約

ヘッジ 
対象

…外貨建金銭
債権債務等

 ③ ヘッジ方針

   リスク管理方針に基

づき、ヘッジ対象に

係る為替相場の変動

リスクを回避する目

的で一定の範囲内で

為替予約を行ってお

ります。

 ③ ヘッジ方針

   リスク管理方針に基

づき、ヘッジ対象に

係る為替相場の変動

リスクを回避する目

的で一定の範囲内で

為替予約を行ってお

ります。

 ④ ヘッジの有効性評価

の方法

   為替予約の締結時に

リスク管理方針にし

たがい、為替予約を

外貨建金銭債権債務

等に振当てること

で、キャッシュ・フ

ロー変動を完全に相

殺するものと想定さ

れることから有効性

の判定を省略してお

ります。

 ④ ヘッジの有効性評価

の方法

   為替予約の締結時に

リスク管理方針にし

たがい、為替予約を

外貨建金銭債権債務

等に振当てること

で、キャッシュ・フ

ロー変動を完全に相

殺するものと想定さ

れることから有効性

の判定を省略してお

ります。

(7) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な

事項

  消費税等の会計処理

  消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方

式によっております。

(7) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な

事項

  消費税等の会計処理

同左

(7) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

  消費税等の会計処理

同左



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連結キャッシ

ュ・フロー計算

書)における資金

の範囲

手許現金、随時引き出し可

能な預金及び取得日から３

ヶ月以内に満期日又は償還

期限の到来する容易に換金

可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスク

しか負わない短期投資から

なっております。

同左 同左



次へ 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

───────     （重要な外貨建の資産又は負債の 

 本邦通貨への換算の基準に関す 

 る追加情報） 

 在外子会社等の財務諸表項目のう

ち収益及び費用については、従来、

当該子会社等の中間決算日の直物為

替相場により円貨に換算しておりま

したが、前連結会計年度下期より期

中平均為替相場により円貨に換算す

る方法に変更いたしました。 

 この変更は、在外子会社等の収益

費用の重要性が増してきたことに伴

い、為替相場の変動による期間損益

への影響を平均化し、会計期間を通

じて発生する損益をより適切に中間

連結財務諸表に反映させるために行

ったものであります。 

 したがって前中間連結会計期間

は、従来の方法によっております

が、この変更による前中間連結会計

期間の損益に与える影響は軽微であ

ります。

（重要な外貨建の資産又は負債の 

 本邦通貨への換算の基準の変更） 

 在外子会社等の財務諸表項目のう

ち収益及び費用については、従来、

当該子会社等の決算日の直物為替相

場により円貨に換算しておりました

が、当連結会計年度より期中平均為

替相場により円貨に換算する方法に

変更いたしました。 

 この変更は、在外子会社等の収益

費用の重要性が増してきたことに伴

い、為替相場の変動による期間損益

への影響を平均化し、会計期間を通

じて発生する損益をより適切に連結

財務諸表に反映させるために行った

ものであります。 

 なお、この変更による当連結会計

年度の損益に与える影響は軽微であ

ります。 

 また、当該変更は当下半期に行っ

ておりますが、これは在外子会社等

の下半期における為替相場の変動幅

が上半期と比べて大きくなったこと

を機に換算の方法の見直しを行った

ためであります。したがって、当中

間連結会計期間は従来の方法によっ

ておりますが、当中間連結会計期間

において当連結会計年度末と同じ方

法を採用した場合においても影響は

軽微であります。



会計処理の変更 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より「固定資

産の減損に係る会計基準」（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成15

年10月31日 企業会計基準適用指針

第６号）を適用しております。 

 これにより税金等調整前中間純利

益が49百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき当該資産の金額から直接控

除しております。

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号）を適用しております。 

 これにより税金等調整前当期純利

益が54百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の連結財務諸表規則に基

づき当該資産の金額から直接控除し

ております。

（従業員社宅家賃の会計処理の 

 変更） 

 従来、部門共通経費配賦前の営業

利益を社内管理及び評価の基準とし

ておりましたが、当中間連結会計期

間より、社内管理及び評価の基準を

外部公表セグメント営業利益に全社

的に統一変更いたしました。これを

契機に部門成果及びコストをより適

切に反映させるため、従来営業外収

益で計上していました従業員社宅家

賃を営業費用から控除（各部門費の

マイナス）とすることにいたしまし

た。 

 この変更に伴い、従来の方法によ

った場合に比べ、営業利益が56百万

円増加しております。

（従業員社宅家賃の会計処理の 

 変更） 

 従来、部門共通経費配賦前の営業

利益を社内管理及び評価の基準とし

ておりましたが、当連結会計年度よ

り、社内管理及び評価の基準を外部

公表セグメント営業利益に全社的に

統一変更いたしました。これを契機

に部門成果及びコストをより適切に

反映させるため、従来営業外収益で

計上していました従業員社宅家賃を

営業費用から控除（各部門費のマイ

ナス）とすることにいたしました。 

 この変更に伴い、従来の方法によ

った場合に比べ、営業利益が113百

万円増加しております。また、各セ

グメントに与える影響額について

は、当該箇所に記載しております。



 
表示方法の変更 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

 当中間連結会計期間より「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 平

成17年12月９日 企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。また、従来の「資本の

部」の合計に相当する金額は29,869

百万円であります。 

 なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、中間連結財務諸表規則

の改正に伴い、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しておりま

す。

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

(中間連結貸借対照表） 

「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年6月9

日法律第97号）及び「金融商品会計に関する実務指針」

（会計制度委員会報告第14号）が平成17年2月15日に改

正されたことに伴い、前中間連結会計期間末まで投資そ

の他の資産の「その他」に含めて表示しておりました投

資事業有限責任組合への出資を当中間連結会計期間末よ

り「投資有価証券」に含めて表示しております。なお、

当中間連結会計期間末の当該出資額「投資有価証券」は

224百万円で、前中間連結会計期間末の投資その他の資

産の「その他」に含まれておりました当該出資額は229

百万円であります。

(中間連結損益計算書） 

前中間連結会計期間まで営業外費用の「その他」に含め

て表示しておりました「営業外手数料」（前中間連結会

計期間6百万円）は、営業外費用の10/100を超えたた

め、当中間連結会計期間より区分掲記することといたし

ました。

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 営業活動によるキャッシュ・フローの「有価証券評価

損」は、当中間連結会計期間において、金額的重要性が

乏しくなったため「その他」に含めております。 

 なお、当中間連結会計期間の「その他」に含まれてい

る「有価証券評価損」は４百万円であります。



次へ 

  

追加情報 

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

───────── １．見積もり費用の取扱いについて 

 基幹情報システムの一環としての原価計算システムが

当中間連結会計期間より更新されることを契機に、利益

管理・原価管理方法についても見直しを行い、従来、製

造間接費として製造原価に含めておりました受注獲得に

要する見積もり費用を、個別的に把握することができる

こととなったため、当中間連結会計期間から受注獲得に

要する見積もり費用を製造原価から分離し販売費及び一

般管理費に含めることといたしました。この変更に伴

い、従来の方法によった場合に比べ、売上総利益が74百

万円増加しております。 

 

２．レンタル事業関連費用の取扱いについて 

 従来、託験サービス事業中のレンタル事業については

その事業規模が小さいこともありレンタル設備の減価償

却費・賃借料等の設備ランニング費用を販売費及び一般

管理費に含めておりましたが、レンタル事業拡大により

レンタル設備ランニング費用も増加しその数値的重要性

も増してきましたので、当中間連結会計期間より売上原

価に含めることに変更いたしました。この変更に伴い、

従来の方法によった場合に比べ、売上総利益が46百万円

減少しております。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  
前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

8,030百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

8,530百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

8,232百万円

 

 

※２ 担保資産

   担保に供している資産は次の

とおりであります。

定期預金 64百万円

建物及び 
構築物

565百万円

土地 255百万円

計 885百万円

   担保付債務は次のとおりであ

ります。

短期借入金 30百万円

一年以内返 
済予定の長 
期借入金

35百万円

長期借入金 499百万円

計 565百万円

 

※２ 担保資産

   担保に供している資産は次の

とおりであります。

定期預金 66百万円

建物及び
構築物

571百万円

土地 208百万円

計 845百万円

   担保付債務は次のとおりであ

ります。

支払手形及び

買掛金
3百万円

一年以内返
済予定の長 
期借入金

34百万円

長期借入金 478百万円

計 516百万円

 

 

※２ 担保資産

   担保に供している資産は次の

とおりであります。

定期預金 34百万円

建物及び
構築物

584百万円

土地 210百万円

計 828百万円

   担保付債務は次のとおりであ

ります。

一年以内返 
済予定の長 
期借入金

32百万円

長期借入金 502百万円

計 534百万円

 ３ 保証債務

   連結会社以外の会社の金融機

関等からの借入に対して次の

とおり債務保証を行っており

ます。

   アイシーエフ株式会社

借入金 100百万円

計 100百万円
 

 ３ 保証債務

   下記の会社に対し、債権流動

化に伴う買い戻し義務を有し

ております。

   株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

65百万円

計 65百万円

 ３   ─────

 ４ 受取手形割引高  6百万円  ４    ─────  ４ 受取手形割引高  4百万円

 ５    ─────  ５ 受取手形裏書譲渡高は5百万

円であります。

 ５   ─────

※６    ───── ※６ 中間連結会計期間末日 

満期手形

   中間連結会計期間末日の満期

手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理

しております。なお、当中間

連結会計期間の末日は、金融

機関の休日であったため、次

の満期手形が中間連結会計期

間末日の残高に含まれており

ます。

    受取手形   44百万円

    支払手形   21百万円

※６     ─────



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主なもの

給与手当 1,020百万円

開発研究費 902百万円

賞与引当金
繰入額

153百万円

製品保証引
当金繰入額

126百万円

手数料 499百万円

その他 1,776百万円

計 4,478百万円

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主なもの

給与手当 1,163百万円

開発研究費 922百万円

賞与引当金
繰入額

172百万円

製品保証引
当金繰入額

124百万円

役員賞与引
当金繰入額

19百万円

手数料 447百万円

その他 2,058百万円

計 4,906百万円

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主なもの

給与手当 2,404百万円

開発研究費 1,751百万円

賞与引当金
繰入額

170百万円

製品保証引
当金繰入額

285百万円

手数料 1,008百万円

その他 3,761百万円

計 9,382百万円

※２ 税効果会計の適用に当たり、

簡便法を採用しているため、

法人税等調整額は「法人税、

住民税及び事業税」に含めて

表示しております。

※２     同左 ※２     ─────

 

※３ 減損損失

   当社グループは、以下の資産

グループについて減損損失を

計上しました。

用途 種類 場所
金額 
(百万円)

遊休 土地
京都府 
福知山市

49

計 49

   当社グループは、事業の種類

別セグメントを基礎として資

産をグルーピングしておりま

す。なお、遊休資産について

は個々の資産単位でグルーピ

ングを行っております。

   上記の資産は、遊休資産であ

り、帳簿価額を回収可能価額

（正味売却価額）まで減額

し、当該減少額（49百万円）

を減損損失として計上しまし

た。

   なお、回収可能価額は不動産

鑑定評価額によっておりま

す。

 

※３ 減損損失

   当社グループは、以下の資産

グループについて減損損失を

計上しました。

用途 種類 場所
金額
(百万円)

遊休 土地
京都府
福知山市

6

計 6

   当社グループは、事業の種類

別セグメントを基礎として資

産をグルーピングしておりま

す。なお、遊休資産について

は個々の資産単位でグルーピ

ングを行っております。

   上記の資産は、遊休資産であ

り、帳簿価額を回収可能価額

（正味売却価額）まで減額

し、当該減少額（6百万円）

を減損損失として計上しまし

た。

   なお、回収可能価額は不動産

鑑定評価額によっておりま

す。

 

※３ 減損損失

   当社グループは、以下の資産

グループについて減損損失を

計上しました。

用途 種類 場所
金額 
(百万円)

遊休 土地
京都府 
福知山市

54

計 54

   当社グループは、事業の種類

別セグメントを基礎として資

産をグルーピングしておりま

す。なお、遊休資産について

は個々の資産単位でグルーピ

ングを行っております。

   上記の資産は、遊休資産であ

り、帳簿価額を回収可能価額

（正味売却価額）まで減額

し、当該減少額（54百万円）

を減損損失として計上しまし

た。

   なお、回収可能価額は不動産

鑑定評価額によっておりま

す。



前へ   次へ 

(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

          ストックオプションの権利行使による増加    18千株 

  
２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加   466株 

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買増しによる減少   120株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

 
(注) １ 目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。 

２ 目的となる株式の数の変動事由の概要 

  平成14年、平成15年新株予約権の減少は、権利行使によるものであります。 

  なお、平成17年新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。 

３ 全ての新株予約権につきましては、会社法の施行日前に付与されたものであるため、残高はありません。 

  
４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 23,623 18 ― 23,641

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 47,897 466 120 48,243

会社名 内訳
目的となる 
株式の種類

目的となる株式の数（株） 当中間連結
会計期間 
末残高 
（百万円）

前連結
会計年度末

増加 減少
当中間連結 
会計期間末

提出会社

平成14年新株予約権 普通株式 29,000 ― 5,000 24,000 ―

平成15年新株予約権 普通株式 107,000 ― 13,000 94,000 ―

平成17年新株予約権 普通株式 485,500 ― ― 485,500 ―

合計 621,500 ― 18,000 603,500 ―

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年6月27日 
定時株主総会

普通株式 259 11 平成18年3月31日 平成18年6月28日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年11月14日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 259 11 平成18年9月30日 平成18年12月8日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

現金及び 
預金勘定

4,431百万円

有価証券勘定 1,899百万円

預入期間が３ヶ
月を超える定期
預金

△201百万円

流動資産「その
他」に含まれる
信託受益権

300百万円

現金及び 
現金同等物

6,430百万円

 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

現金及び 
預金勘定

4,187百万円

有価証券勘定 999百万円

預入期間が３ヶ
月を超える定期
預金

△186百万円

流動資産「その
他」に含まれる
金銭信託

600百万円

現金及び 
現金同等物

5,600百万円

 

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係

現金及び
預金勘定

3,844百万円

有価証券勘定 1,499百万円

預入期間が３ヶ
月を超える定期
預金

△181百万円

流動資産「その
他」に含まれる
金銭信託

600百万円

現金及び現金
同等物期末残高

5,762百万円



(リース取引関係) 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日)

(借主側) 
１  リース物件の所有権が借主に 
   移転すると認められるもの以外
   のファイナンス・リース取引 
 (1) リース物件の取得価額相当額、
      減価償却累計額相当額及び 
      中間期末残高相当額

(借主側) 
１ リース物件の所有権が借主に 
  移転すると認められるもの以外 
  のファイナンス・リース取引 
 (1) リース物件の取得価額相当額、
   減価償却累計額相当額及び中間
   期末残高相当額

(借主側)
１ リース物件の所有権が借主に 
  移転すると認められるもの以外 
  のファイナンス・リース取引 
 (1) リース物件の取得価額相当額、
   減価償却累計額相当額及び期末
   残高相当額

 

取得価額 

相当額 

(百万円)

減価償却 

累計額 

相当額 

(百万円)

中間期末

残高 

相当額 

(百万円)

機械装置 

及び運搬具
78 53 24

工具器具 

及び備品
497 156 340

合計 575 209 365

取得価額

相当額 

(百万円)

減価償却

累計額 

相当額 

(百万円)

中間期末

残高 

相当額 

(百万円)

機械装置 

及び運搬具
115 65 49

工具器具 

及び備品
719 234 484

ソフト 

ウェア
102 21 80

合計 936 321 614
 

取得価額 

相当額 

(百万円)

減価償却 

累計額 

相当額 

(百万円)

期末 

残高 

相当額 

(百万円)

機械装置 

及び運搬具
72 55 17

工具器具 

及び備品
535 212 323

合計 608 267 340

   なお、取得価額相当額は、有 
      形固定資産の中間期末残高等 
      に占める未経過リース料中間 
      期末残高の割合が低いため、 
     「支払利子込み法」により算 
      定しております。

同左  なお、取得価額相当額は、有形固
  定資産の期末残高等に占める未経
  過リース料期末残高の割合が低い
  ため、「支払利子込み法」により
  算定しております。

 

 (2) 未経過リース料中間期末残高 
      相当額 
 

   １年以内 140百万円

   １年超 324百万円

   合計 464百万円
 

 (2) 未経過リース料中間期末残高
      相当額 
 

 １年以内 225百万円

 １年超 553百万円

 合計 778百万円
 

(2) 未経過リース料期末残高 
   相当額 
 

１年以内 141百万円

１年超 294百万円

合計 436百万円

    なお、未経過リース料中間期末
   残高相当額は、有形固定資産の
   中間期末残高等に占める未経過
   リース料中間期末残高の割合が
   低いため、「支払利子込み法」
   により算定しております。 
 
 (3) 支払リース料及び減価償却費 
      相当額

 支払リース料 83百万円

 減価償却費 
 相当額

72百万円

       同左
 
 
 
 
 
 
 (3) 支払リース料及び減価償却費 
  相当額

支払リース料 102百万円

減価償却費 
相当額

86百万円

 なお、未経過リース料期末残高相
  当額は、有形固定資産の期末残高
  等に占める未経過リース料期末残
  高の割合が低いため、「支払利子
  込み法」により算定しておりま 
  す。  
 
 (3) 支払リース料及び減価償却費 
  相当額

支払リース料 170百万円

減価償却費
相当額

145百万円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 
   リース期間を耐用年数とし、残
      存価額を零とする定額法によっ
      ております。

 (4) 減価償却費相当額の算定方法
       同左

(4) 減価償却費相当額の算定方法 
        同左

 

２ オペレーティング・リース取引 
  未経過リース料

   １年以内 9百万円

   １年超 10百万円

   合計 20百万円

２ オペレーティング・リース取引
  未経過リース料

１年以内 70百万円

１年超 367百万円

 合計 438百万円
 

２ オペレーティング・リース取引 
  未経過リース料

１年以内 10百万円

１年超 8百万円

合計 18百万円



前へ   次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日)

(貸主側) 
１ リース物件の所有権が借主に移転
    すると認められるもの以外のファ
    イナンス・リース取引 
 (1) リース物件の取得価額相当 
      額、減価償却累計額相当額及 
      び中間期末残高相当額

(貸主側) 
１ リース物件の所有権が借主に移転
    すると認められるもの以外のファ
    イナンス・リース取引 
 (1) リース物件の取得価額相当 
      額、減価償却累計額相当額及 
      び中間期末残高相当額

(貸主側)
１ リース物件の所有権が借主に移転
    すると認められるもの以外のファ
    イナンス・リース取引 
 (1) リース物件の取得価額相当 
      額、減価償却累計額相当額及 
      び期末残高相当額

 

取得価額

相当額 

(百万円)

減価償却 

累計額 

相当額 

(百万円)

中間期末

残高 

相当額 

(百万円)

工具器具 

及び備品
92 28 63

 

取得価額

相当額 

(百万円)

減価償却

累計額 

相当額 

(百万円)

中間期末

残高 

相当額 

(百万円)

工具器具 

及び備品
132 56 75

 

取得価額

相当額 

(百万円)

減価償却 

累計額 

相当額 

(百万円)

中間期末

残高 

相当額 

(百万円)

工具器具 

及び備品
115 42 72

   なお、取得価額相当額は、営業
      債権の中間期末残高等に占める
      未経過リース料中間期末残高の
      割合が低いため、「受取利子込
      み法」により算定しておりま 
      す。

       同 左   なお、取得価額相当額は、営業
   債権の期末残高等に占める未経
   過リース料期末残高の割合が低
   いため、「受取利子込み法」に
   より算定しております。

 (2) 未経過リース料中間期末残高
      相当額

１年以内 28百万円

１年超 55百万円

 合計 83百万円

 (2) 未経過リース料中間期末残高
      相当額

１年以内 36百万円

１年超 62百万円

 合計 99百万円

(2) 未経過リース料期末残高 
      相当額

１年以内 34百万円

１年超 60百万円

合計 95百万円

   なお、未経過リース料中間期末
     残高相当額は、営業債権の中間 
     期末残高等に占める未経過リー 
     ス料中間期末残高の割合が低い 
     ため、「受取利子込み法」によ 
     り算定しております。

       同 左   なお、未経過リース料期末残高
   相当額は、営業債権の期末残高
   等に占める未経過リース料期末
   残高の割合が低いため、「受取
   利子込み法」により算定してお
   ります。

 (3) 受取リース料及び減価償却費
      相当額

受取リース料 12百万円

減価償却費相当
額

9百万円

 (3) 受取リース料及び減価償却費
      相当額

受取リース料 18百万円

減価償却費相当
額

14百万円

(3) 受取リース料及び減価償却費 
      相当額

受取リース料 30百万円

減価償却費相当
額

23百万円

２ オペレーティング・リース取引
  未経過リース料

１年内 87百万円

１年超 0百万円

 合計 87百万円

２ オペレーティング・リース取引
  未経過リース料

１年内 119百万円

１年超 4百万円

 合計 124百万円

２ オペレーティング・リース取引 
  未経過リース料

１年内 101百万円

１年超 0百万円

合計 102百万円



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

その他有価証券 

  

 
  

２ 時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 

  

 
  

当中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

その他有価証券 

  

種類
取得原価

(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額 
(百万円)

差額

(百万円)

①株式 707 1,298 591

②債券 367 367 △0

③その他 912 906 △5

合計 1,986 2,572 586

内容
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

非上場株式 573

コマーシャルペーパー 999

マネーマネジメントファンド 500

投資事業組合出資金 167

割引金融債 0

種類
取得原価

(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額 
(百万円)

差額

(百万円)

①株式 1,579 2,156 576

②債券 99 100 0

③その他 57 59 2

合計 1,736 2,316 579



前へ 

２ 時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 

  

 
  

前連結会計年度末(平成18年３月31日) 

１ 時価のある有価証券 

その他有価証券 

  

 
(注) 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のあるものについて95百万円の減損を行っております。な

お、当該有価証券の減損にあたっては、時価の下落率が30％以上のものを「著しく下落した」ものと判断して

おります。ただし、時価の下落率が30％以上であっても50％未満のものについては、過去１年間の市場価格の

推移等を考慮し、個々の銘柄ごとに回復可能性を判断し、減損処理を行っております。 

  

２ 時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 

  

 
  

（デリバティブ取引関係） 

 前中間連結会計期間（自 平成17年4月１日 至平成17年９月30日） 

   デリバティブ取引には、ヘッジ会計を適用しているため、該当事項はありません。 

  当中間連結会計期間（自 平成18年4月１日 至平成18年９月30日） 

   該当事項はありません。 

  前連結会計年度（自 平成17年4月１日 至平成18年３月31日） 

  デリバティブ取引には、ヘッジ会計を適用しているため、該当事項はありません。 

  

(ストック・オプション等関係) 

     当中間連結会計期間について、該当事項はありません。 

  

内容
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

非上場株式 476

コマーシャルペーパー 999

投資事業組合出資金 152

種類
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

① 株式 958 1,852 893

② 債券 266 266 △0

③ その他 548 547 △1

合計 1,774 2,666 892

内容
連結貸借対照表計上額

(百万円)

非上場株式 476

コマーシャルペーパー 1,499

投資事業組合出資金 160



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(平成17年４月１日～平成17年９月30日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、製品及び市場の特性による社内管理区分によりセグメンテーションしております。 

２ 各事業区分の主要な製品 

(1)環境試験事業・・・・・・・環境試験機器、環境試験装置 

(2)電子デバイス装置事業・・・自動熱処理装置、バーンインシステム 

(3)環境サービス事業・・・・・環境試験機器等のメンテナンス、託験サービス、設置・移設・周辺工事 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

〔配賦基準等の変更〕 

従来、部門共通経費配賦前の営業利益を社内管理及び評価の基準としておりましたが、当中間連結会計期間よ

り、社内管理及び評価の基準を外部公表セグメント営業利益に全社的に統一変更いたしました。これを契機に

直課が困難な営業費用について、その態様と配賦基準を見直した結果、次の費用について従来の売上高比率に

よる配賦方法から、その費用の発生により受ける便益の程度をより適切に反映する配賦方法に変更いたしまし

た。配賦基準の変更内容は下記のとおりであります。 

 ・ 管理部門費について、売上高比率より事業部人員比率へ変更 

 ・ 国内物流費について、売上高比率より物流費回収額基準へ変更 

 ・ 海外物流費について、輸出売上高比率より海外物流費回収額基準へ変更 

 ・ 販売手数料について、売上高比率より販売手数料回収額基準へ変更 

 ・ 情報システム関連費用について、売上伝票件数比率より事業部人員比率へ変更 

また、従来ライフサイエンス機器については、環境試験事業に含めておりましたが、培養事業全体として機器

販売と支援サービスを同じ事業部で行なうことにより相乗効果が増すため、その機能を当中間連結会計期間よ

り環境サービス事業に含めることに変更いたしました。 

これらの変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、環境試験事業の営業利益は75百万円、電子デバイス装

置事業の営業利益は36百万円それぞれ増加し、環境サービス事業の営業利益は111百万円減少しております。更

に、従来営業外収益で計上していた従業員社宅家賃についても、部門成果及びコストをより適切に反映するた

め、営業費用から控除（各部門費のマイナス）することにいたしました。この変更に伴い、従来の方法によっ

た場合に比べ、環境試験事業の営業利益は22百万円、電子デバイス装置事業の営業利益は10百万円、環境サー

ビスの営業利益は23百万円それぞれ増加し、連結営業利益は56百万円増加しております。 

  

環境試験 
事業 
(百万円)

電子デバイ
ス装置事業 
(百万円)

環境サー
ビス事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する 
  売上高

9,276 5,583 3,185 18,045 ― 18,045

(2) セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

179 12 405 596 (596) ―

計 9,455 5,595 3,590 18,641 (596) 18,045

営業費用 8,407 5,453 3,401 17,262 (581) 16,681

営業利益 1,048 141 188 1,379 (15) 1,363



当中間連結会計期間(平成18年４月１日～平成18年９月30日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、製品及び市場の特性による社内管理区分によりセグメンテーションしております。 

２ 各事業区分の主要な内容は次のとおりであります。 

 (1)環境試験事業・・・・・・・環境試験機器・環境試験装置の製造及び販売、並びにメンテナンス・ 

                               設置・移設・周辺工事、託験サービス 

 (2)電子デバイス装置事業・・・FPD装置の製造・販売、半導体装置の製造・販売 

 (3)その他事業・・・・・・・・環境保全事業   

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

４ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、在外子会社等の財務諸表

項目のうち収益及び費用については、従来、当該子会社等の中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し

ておりましたが、前連結会計年度下期より期中平均為替相場により円貨に換算する方法に変更いたしまし

た。なお、この変更による前中間連結会計期間のセグメント情報に与える影響は軽微であります。 

５ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当中間連結会計期間から「役員

賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準第４号）を適用しており

ます。なお、この変更による当中間連結会計期間のセグメント情報に与える影響は軽微であります。 

〔事業区分の変更〕 

事業区分の方法については、従来、製造販売、役務の提供といった事業の機能に着目して「環境試験事

業」、「電子デバイス装置事業」、「環境サービス事業」の３つに区分しておりましたが、第二次経営革新

計画「ESPEC G-Company Plan」が当中間連結会計期間から実施されるのを契機に、製品の種類・性質の類似

性などの観点から事業区分の見直しを行い、「環境試験事業」、「電子デバイス装置事業」、「その他事

業」の３区分に変更いたしました。これは、事業探索費用やアフターサービス等の周辺事業を環境試験機器

あるいは電子デバイス装置の製造販売事業に含めて一つの事業としたほうが事業を管理するうえでのシナジ

ー効果がより高いとの判断で社内管理区分を変更したことに伴うものであります。この結果、従来、「環境

サービス事業」に区分していました環境試験装置に係るアフターサービス事業及び託験サービス事業を「環

境試験事業」に区分することとし、「環境サービス事業」に区分していました新規事業のうち、既存事業と

関連の深いものについてはそれぞれ当該事業に含めることに変更しました。また、従来「環境サービス事

業」に区分されていた事業のうち、他セグメントに移管していない残りの事業については、「その他事業」

を新設し、その中に含めております。なお、当中間連結会計期間において前中間連結会計期間の事業区分に

よった場合の事業の種類別セグメント情報は次のとおりであります。 

  

 
  

環境試験 
事業 
(百万円)

電子デバイ
ス装置事業 
(百万円)

その他
事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する 
  売上高

13,840 5,132 331 19,303 ― 19,303

(2) セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

20 274 8 303 (303) ―

計 13,860 5,406 339 19,606 (303) 19,303

営業費用 12,505 5,007 408 17,921 (303) 17,617

営業利益又は 
営業損失（△）

1,355 399 △ 69 1,685 (0) 1,685

環境試験 
事業 
(百万円)

電子デバイ
ス装置事業 
(百万円)

環境サー
ビス事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

  売上高

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高

11,222 5,132 2,948 19,303 ― 19,303

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

478 274 557 1,310 (1,310) ―

計 11,701 5,406 3,505 20,613 (1,310) 19,303

  営業費用 10,621 4,916 3,276 18,814 (1,196) 17,617

   営業利益 1,079 490 228 1,798 (113) 1,685



前連結会計年度(平成17年４月１日～平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、製品及び市場の特性による社内管理区分によりセグメンテーションしております。 

２ 各事業区分の主要な製品 

(1)環境試験事業・・・・・・・環境試験機器、環境試験装置 

(2)電子デバイス装置事業・・・自動熱処理装置、バーンインシステム 

(3)環境サービス事業・・・・・環境試験機器等のメンテナンス、託験サービス、設置・移設・周辺工事 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

４ 「連結財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、在外子会社等の財務諸表項目のうち

収益及び費用については、従来、当該子会社等の決算日の直物為替相場により円貨に換算しておりました

が、当連結会計年度より期中平均為替相場により円貨に換算する方法に変更いたしました。なお、この変更

による当連結会計年度のセグメント情報に与える影響は軽微であります。 

〔配賦基準等の変更〕 

従来、部門共通経費配賦前の営業利益を社内管理及び評価の基準としておりましたが、当連結会計年度より、

社内管理及び評価の基準を外部公表セグメント営業利益に全社的に統一変更いたしました。これを契機に直課

が困難な営業費用について、その態様と配賦基準を見直した結果、次の費用について従来の売上高比率による

配賦方法から、その費用の発生により受ける便益の程度をより適切に反映する配賦方法に変更いたしました。

配賦基準の変更内容は下記のとおりであります。 

 ・ 管理部門費について、売上高比率より事業部人員比率へ変更 

 ・ 国内物流費について、売上高比率より物流費回収額基準へ変更 

 ・ 海外物流費について、輸出売上高比率より海外物流費回収額基準へ変更 

 ・ 販売手数料について、売上高比率より販売手数料回収額基準へ変更 

 ・ 情報システム関連費用について、売上伝票件数比率より事業部人員比率へ変更 

また、従来ライフサイエンス機器については、環境試験事業に含めておりましたが、培養事業全体として機器

販売と支援サービスを同じ事業部で行なうことにより相乗効果が増すため、その機能を当連結会計年度より環

境サービス事業に含めることに変更いたしました。 

これらの変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、環境試験事業の営業利益は90百万円、電子デバイス事

業の営業利益は91百万円それぞれ増加し、環境サービス事業の営業利益は181百万円減少しております。 

更に、従来営業外収益で計上していた従業員社宅家賃についても、部門成果及びコストをより適切に反映する

ため、営業費用から控除（各部門費のマイナス）することにいたしました。この変更に伴い、従来の方法によ

った場合に比べ、環境試験事業の営業利益は47百万円、電子デバイス装置事業の営業利益は20百万円、環境サ

ービス事業の営業利益は45百万円それぞれ増加し、連結営業利益は113百万円増加しております。 

  

環境試験 
事業 
(百万円)

電子デバイ
ス装置事業 
(百万円)

環境サー
ビス事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する 
  売上高

21,132 11,858 6,592 39,582 ― 39,582

(2) セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

560 227 981 1,770 (1,770) ―

計 21,692 12,086 7,573 41,352 (1,770) 39,582

営業費用 19,099 11,306 7,096 37,502 (1,582) 35,919

営業利益 2,593 779 477 3,850 (187) 3,663



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(平成17年４月１日～平成17年９月30日) 
  

 
(注) １ 国または地域の区分は地理的近接度によっております。 

２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

  

当中間連結会計期間(平成18年４月１日～平成18年９月30日) 
  

 
(注) １ 国または地域の区分は地理的近接度によっております。 

２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

３ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、在外子会社等の財務諸表

項目のうち収益及び費用については、従来、当該子会社等の中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し

ておりましたが、前連結会計年度下期より期中平均為替相場により円貨に換算する方法に変更いたしまし

た。なお、この変更による前中間連結会計期間のセグメント情報に与える影響は軽微であります。 

  

前連結会計年度(平成17年４月１日～平成18年３月31日) 
  

 
(注) １ 国または地域の区分は地理的近接度によっております。 

２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

３ 「連結財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、在外子会社等の財務諸表項目のうち

収益及び費用については、従来、当該子会社等の決算日の直物為替相場により円貨に換算しておりました

が、当連結会計年度より期中平均為替相場により円貨に換算する方法に変更いたしました。なお、この変更

による当連結会計年度のセグメント情報に与える影響は軽微であります。 

日本 
(百万円)

アジア
(百万円)

米国
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

  売上高

 (1) 外部顧客に対する売上高 15,432 1,546 1,065 18,045 ― 18,045

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

488 127 13 628 (628) ―

計 15,920 1,674 1,079 18,673 (628) 18,045

  営業費用 14,600 1,641 1,018 17,259 (578) 16,681

   営業利益 1,320 33 61 1,414 (50) 1,363

日本 
(百万円)

アジア
(百万円)

米国
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

  売上高

 (1) 外部顧客に対する売上高 16,728 1,236 1,339 19,303 ― 19,303

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

648 247 5 901 (901) ―

計 17,376 1,483 1,344 20,204 (901) 19,303

  営業費用 15,934 1,313 1,270 18,518 (901) 17,617

   営業利益 1,441 169 74 1,685 ― 1,685

日本 
(百万円)

アジア
(百万円)

米国
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

  売上高

 (1) 外部顧客に対する売上高 33,946 3,133 2,502 39,582 ― 39,582

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

1,631 287 23 1,943 (1,943) ―

計 35,578 3,421 2,526 41,526 (1,943) 39,582

  営業費用 32,015 3,223 2,295 37,534 (1,614) 35,919

   営業利益 3,562 198 231 3,992 (328) 3,663



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(平成17年４月１日～平成17年９月30日) 

  

 
(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

２ 国または地域の区分は地理的近接度によっており、各区分に属する主要な国は次のとおりであります。 

(1) アジア…………中国、台湾、韓国、シンガポール、マレーシア、フィリピン、タイ 

(2) その他の地域…米国、ドイツ 

  

当中間連結会計期間(平成18年４月１日～平成18年９月30日) 

  

 
(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

２ 国または地域の区分は地理的近接度によっており、各区分に属する主要な国は次のとおりであります。 

 (1) アジア…………中国、台湾、韓国、シンガポール、マレーシア、フィリピン、タイ、インドネシア、 

 ベトナム 

 (2) その他の地域…米国、ドイツ 

３ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、在外子会社等の財務諸表

項目のうち収益及び費用については、従来、当該子会社等の中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し

ておりましたが、前連結会計年度下期より期中平均為替相場により円貨に換算する方法に変更いたしまし

た。なお、この変更による前中間連結会計期間のセグメント情報に与える影響は軽微であります。 

  

前連結会計年度(平成17年４月１日～平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

２ 国または地域の区分は地理的近接度によっており、各区分に属する主要な国は次のとおりであります。 

 (1) アジア…………中国、台湾、韓国、シンガポール、マレーシア、フィリピン、タイ、インドネシア、 

 ベトナム 

 (2) その他の地域…米国、ドイツ 

３ 「連結財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、在外子会社等の財務諸表項目のうち

収益及び費用については、従来、当該子会社等の決算日の直物為替相場により円貨に換算しておりました

が、当連結会計年度より期中平均為替相場により円貨に換算する方法に変更いたしました。なお、この変更

による当連結会計年度のセグメント情報に与える影響は軽微であります。 

  

アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 6,924 1,189 8,113

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― 18,045

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

38.4 6.6 45.0

アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 5,835 1,592 7,427

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― 19,303

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

30.2 8.3 38.5

アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 13,665 2,921 16,587

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― 39,582

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

34.5 7.4 41.9



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

  

   
１ １株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益 

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 1,171円74銭 １株当たり純資産額 1,266円01銭 １株当たり純資産額 1,245円40銭

１株当たり中間純利益 31円08銭 １株当たり中間純利益 40円10銭 １株当たり当期純利益 100円96銭

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益

30円85銭
潜在株式調整後
１株当たり中間純利益

39円78銭
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

100円09銭

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日)

１株当たり中間(当期) 
純利益金額

中間(当期)純利益 
(百万円)

725 945 2,403

普通株主に帰属しない 
金額(百万円)

― ― 38

(うち利益処分による役員
賞与金)(百万円)

― ― (38)

普通株式に係る 
中間(当期)純利益 
(百万円)

725 945 2,365

普通株式の期中平均 
株式数(千株)

23,325 23,583 23,426

潜在株式調整後 
１株当たり中間(当期)純利
益金額

中間(当期)純利益調整額 
(百万円)

― ― ―

普通株式増加数(千株) 177 192 204

(うち新株予約権(千株)) (177) (192) (204)

希薄化効果を有しないた

め、潜在株式調整後１株当

たり中間(当期)純利益の算

定に含めなかった潜在株式

の概要

─── ─── ───



(重要な後発事象) 

  

 
  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

重要な営業の譲受 

 当社は、平成17年10月3日をもっ

て、アイシーエフ株式会社の半導体

洗浄装置製造事業を譲受けました。 

 

 譲受けの方法はアイシーエフ株式

会社が半導体洗浄装置の製造事業を

会社分割し、下記の新設会社の全株

式を当社が譲受けるものです。

─── ───

(1) 会社の名称 

  エスペックICF株式会社 

(2) 所在地 

  大阪市北区天神橋3丁目5番6号 

(3) 事業内容 

  半導体洗浄装置の製造 

(4) 取得日 

  平成17年10月3日 

(5) 事業規模（平成17年3月期） 

  売上高  1,171百万円 

(6) 取得株式数 

  ２００株 

(7) 取得価額 

  546百万円 

 

 当社は、環境創造技術をコアとし

て広範囲な事業展開を行っており、

特に電子デバイス装置事業において

は、半導体市場のお客さまにグロー

バルに半導体評価システムやバーン

イン装置を提供してまいりました。

また、半導体市場においてウェハサ

イズの拡大や配線の微細化が進むこ

とにより、その市場は今後さらなる

成長が予測されております。新たな

事業として特徴ある洗浄装置や次世

代ドライ洗浄を手掛けるアイシーエ

フ株式会社の製造事業を譲受け、既

存製品に加え、半導体洗浄装置を市

場に投入することで、開発から製

造、検査に至る全ての工程でお客さ

まのニーズにお応えすることによ

り、電子デバイス装置事業の拡大・

強化が図れるものと考えておりま

す。



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額 
(百万円)

構成比
(％)

金額
(百万円)

構成比
(％)

金額 
(百万円)

構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

   現金及び預金 2,718 1,689 1,604

   受取手形 ※４ 2,531 2,804 2,853

   売掛金 7,024 8,570 10,118

   有価証券 2,169 1,099 1,568

   たな卸資産 2,105 2,310 1,653

   その他 ※３ 1,209 1,500 1,711

   貸倒引当金 ― △2 △2

   流動資産合計 17,758 53.6 17,972 51.0 19,509 53.7

Ⅱ 固定資産

   有形固定資産 ※１

    建物 2,852 2,719 2,763

    土地 4,241 4,230 4,236

    その他 880 1,112 1,043

計 7,974 8,063 8,044

   無形固定資産 1,493 1,370 1,405

   投資その他の資産

    投資有価証券 4,724 6,329 6,029

    その他 1,393 1,711 1,498

    貸倒引当金 △183 △173 △173

計 5,934 7,867 7,354

   固定資産合計 15,402 46.4 17,300 49.0 16,804 46.3

   資産合計 33,160 100.0 35,273 100.0 36,313 100.0



前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額 
(百万円)

構成比
(％)

金額
(百万円)

構成比
(％)

金額 
(百万円)

構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

   支払手形 4,297 4,383 4,991

   買掛金 1,431 1,585 1,854

   賞与引当金 335 362 356

   役員賞与引当金 ― 14 ―

   製品保証引当金 314 233 272

   その他 ※３ 1,373 1,753 2,159

   流動負債合計 7,751 23.4 8,331 23.6 9,634 26.5

Ⅱ 固定負債

   退職給付引当金 448 342 411

   預り保証金 517 517 524

   固定負債合計 966 2.9 859 2.5 936 2.6

   負債合計 8,717 26.3 9,190 26.1 10,571 29.1

(資本の部)

Ⅰ 資本金 6,778 20.4 ― ― 6,823 18.8

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 7,020 ― 7,065

 ２ その他資本剰余金 39 ― 36

   資本剰余金合計 7,059 21.3 ― ― 7,101 19.5

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 469 ― 469

 ２ 任意積立金 8,480 ― 8,480

 ３ 中間(当期)未処分利益 1,376 ― 2,415

   利益剰余金合計 10,325 31.1 ― ― 11,365 31.3

Ⅳ 土地再評価差額金 △23 △0.1 ― ― △26 △0.1

Ⅴ その他有価証券 
  評価差額金

346 1.1 ― ― 527 1.5

Ⅵ 自己株式 △43 △0.1 ― ― △50 △0.1

   資本合計 24,443 73.7 ― ― 25,741 70.9

   負債・資本合計 33,160 100.0 ― ― 36,313 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 6,830 19.4

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 7,071

  (2) その他資本剰余金 36

   資本剰余金合計 7,107 20.1

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 469

  (2) その他利益剰余金

    別途積立金 9,780

    繰越利益剰余金 1,634

   利益剰余金合計 11,884 33.7

 ４ 自己株式 △51 △0.1

   株主資本合計 25,771 73.1

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

340 1.0

 ２ 土地再評価差額金 △29 △0.1

   評価・換算差額等 
   合計

310 0.9

   純資産合計 26,082 73.9

   負債・純資産合計 35,273 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

   

前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額 
(百万円)

百分比
(％)

金額
(百万円)

百分比
(％)

金額 
(百万円)

百分比
(％)

Ⅰ 売上高 12,533 100.0 13,027 100.0 28,361 100.0

Ⅱ 売上原価 8,413 67.1 8,361 64.2 19,117 67.4

   売上総利益 4,119 32.9 4,666 35.8 9,244 32.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 3,251 26.0 3,453 26.5 6,848 24.2

   営業利益 868 6.9 1,213 9.3 2,395 8.4

Ⅳ 営業外収益

   受取利息 9 17 11

   その他 142 151 1.2 245 262 2.0 391 402 1.4

Ⅴ 営業外費用

   支払利息 1 1 3

   その他 40 41 0.3 90 91 0.7 96 99 0.3

   経常利益 978 7.8 1,383 10.6 2,698 9.5

Ⅵ 特別利益

   貸倒引当金戻入益 20 ― 20

   製品保証引当金戻入益 ― ― 74

   関係会社清算益 ― 20 0.1 ― ― ― 2 98 0.3

Ⅶ 特別損失

   投資有価証券評価損 ― ― 95

   役員退職慰労金 159 ― 159

   減損損失 ※３ 49 6 54

   関係会社出資金評価損 20 ― ―

   関係会社清算損 ― ― 37

   固定資産除却損 12 241 1.9 ― 6 0.0 19 365 1.3

   税引前中間(当期)純利益 757 6.0 1,377 10.6 2,430 8.5

   法人税、住民税 
   及び事業税

※２ 316 574 788

   法人税等調整額 ― 316 2.5 ― 574 4.4 △46 741 2.6

   中間(当期)純利益 441 3.5 803 6.2 1,689 5.9

   前期繰越利益 910 910

   土地再評価差額金取崩額 23 26

   中間配当額 ― 210

   中間(当期)未処分利益 1,376 2,415



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 6,823 7,065 36 7,101

中間会計期間中の変動額

 ストックオプション権利行使に 
 伴う新株の発行

6 6 6

 その他 0 0

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

6 6 0 6

平成18年９月30日残高(百万円) 6,830 7,071 36 7,107

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 469 8,480 2,415 11,365 △50 25,240

中間会計期間中の変動額

 ストックオプション権利行使に 
 伴う新株の発行

12

 剰余金の配当 △259 △259 △259

 役員賞与 △28 △28 △28

 中間純利益 803 803 803

 別途積立金の積立 1,300 △1,300 ― ―

 自己株式の取得 △0 △0

 自己株式の処分 0 0

 その他 3 3 3

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― 1,300 △780 519 △0 530

平成18年９月30日残高(百万円) 469 9,780 1,634 11,884 △51 25,771

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 527 △26 501 25,741

中間会計期間中の変動額

 ストックオプション権利行使に 
 伴う新株の発行

12

 剰余金の配当 △259

 役員賞与 △28

 中間純利益 803

 別途積立金の積立 ―

 自己株式の取得 △0

 自己株式の処分 0

 その他 3

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△187 △3 △190 △190

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△187 △3 △190 340

平成18年９月30日残高(百万円) 340 △29 310 26,082



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 資産の評価基準及
び評価方法

(1) 有価証券
 ① 子会社株式及び関連

会社株式は、移動平
均法による原価法に
よっております。

(1) 有価証券
 ①   同左

(1) 有価証券
 ①   同左

 ② その他有価証券
   時価のあるものは、

中間決算日の市場価
格等に基づく時価法
(評価差額は、全部
資本直入法により処
理し、売却原価は、
移動平均法により算
定)、時価のないも
のは、移動平均法に
よる原価法によって
おります。

 ② その他有価証券
   時価のあるものは、

中間決算日の市場価
格等に基づく時価法
(評価差額は、全部
純資産直入法により
処理し、売却原価
は、移動平均法によ
り算定)、時価のな
いものは、移動平均
法による原価法によ
っております。

 ② その他有価証券
   時価のあるものは、

決算期末日の市場価
格等に基づく時価法
(評価差額は全部資
本直入法により処理
し、売却原価は移動
平 均 法 に よ り 算
定)、時価のないも
のは、移動平均法に
よる原価法によって
おります。

(2) たな卸資産
 ① 製品、原材料は、総

平均法による原価法
によっております。
製品の一部で個別法
を採っております。

(2) たな卸資産
 ①   同左

(2) たな卸資産
 ①   同左

 ② 仕掛品は、個別原価
計算手続きに基づく
個別法による原価法
によっております。

 ②   同左  ②   同左

２ 固定資産の減価償
却の方法

(1) 有形固定資産
  定率法によっておりま
す。

  ただし、平成10年４月
１日以降に取得した建
物(建物附属設備を除
く)については、定額
法によっております。

  なお主な耐用年数は以
下のとおりでありま
す。
建物 15年～50年

(1) 有形固定資産
同左

(1) 有形固定資産
同左

(2) 無形固定資産
  定額法によっておりま
す。

  なお、主な耐用年数は
以下のとおりでありま
す。

  自社利用のソフトウェ
ア       ５年

(2) 無形固定資産
同左

(2) 無形固定資産
同左

(3) 投資その他の資産
  定額法によっておりま
す。

(3) 投資その他の資産
同左

(3) 投資その他の資産
同左

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金
  債権の貸倒れによる損
失に備えるため、一般
債権については貸倒実
績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能
性を検討し、回収不能
見込額を計上しており
ます。

(1) 貸倒引当金
同左

(1) 貸倒引当金
同左



前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(2) 賞与引当金

  従業員への賞与の支払

いに備えるため、支給

見込額基準により計上

しております。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

同左

(3)  ────── (3) 役員賞与引当金

    役員に対して支給する

賞与の支出に充てるた

め、当事業年度におけ

る支給見込額に基づ

き、当中間会計期間に

見合う分を計上してお

ります。（会計方針の

変更） 

 当中間会計期間より

「役員賞与に関する会

計基準」（企業会計基

準委員会 平成17年11

月29日 企業会計基準

第４号）を適用してお

ります。 

 なお、この変更によ

る当中間会計期間の損

益に与える影響は軽微

であります。

(3)  ──────

(4) 製品保証引当金

  製品の保証期間に係る

無償のアフターサービ

ス費用の支出に備える

ため、売上高に対する

保証費用の発生経験率

に基づき計上しており

ます。

(4) 製品保証引当金

同左

(4) 製品保証引当金

     同左

(5) 退職給付引当金

  従業員への退職給付に

備えるため、当事業年

度末における退職給付

債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間

会計期間末に発生して

いると認められる額を

計上しております。数

理計算上の差異は、そ

の発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の

一定の年数(10年)によ

る定率法により翌事業

年度から費用処理して

おります。 

 

 

(5) 退職給付引当金

       同左

(5) 退職給付引当金

  従業員への退職給付に

備えるため、当事業年

度末における退職給付

債務及び年金資産の見

込額に基づき、必要額

を計上しております。 

数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)に

よる定率法により翌事

業年度から費用処理し

ております。

４ リース取引の処理

方法

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。

同左 同左



前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

５ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

  為替予約が付されてい

る外貨建金銭債権債務

等について振当処理を

適用しております。

 ─────   為替予約が付されてい

る外貨建金銭債権債務

等について振当処理を

適用しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

ヘッジ 

手段

…為替予約

ヘッジ 

対象

…外貨建金銭債

権債務等

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象
ヘッジ 
手段

…為替予約

ヘッジ 
対象

…外貨建金銭債

権債務等

(3) ヘッジ方針

  リスク管理方針に基づ

き、ヘッジ対象に係る

為替相場の変動リスク

を回避する目的で一定

の範囲内で為替予約を

行っております。

(3) ヘッジ方針

  リスク管理方針に基づ

き、ヘッジ対象に係る

為替相場の変動リスク

を回避する目的で一定

の範囲内で為替予約を

行っております。

(4) ヘッジの有効性評価の

方法 

為替予約の締結時にリ

スク管理方針にしたが

い、為替予約を外貨建

金銭債権債務等に振当

てることで、キャッシ

ュフロー変動を完全に

相殺するものと想定さ

れることから有効性の

判定を省略しておりま

す。

(4) ヘッジの有効性評価の

方法 

為替予約の締結時にリ

スク管理方針にしたが

い、為替予約を外貨建

金銭債権債務等に振当

てることで、キャッシ

ュフロー変動を完全に

相殺するものと想定さ

れることから有効性の

判定を省略しておりま

す。

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式に

よっております。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左



会計処理の変更 

  
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号）を適用しております。 

 これにより税引前中間純利益が49

百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき当該資産の金額から直接控除

しております。

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より「固定資産の減損

に係る会計基準」（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年

８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号）を適

用しております。 

 これにより税引前当期純利益が54

百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基づ

き当該資産の金額から直接控除して

おります。

（従業員社宅家賃の会計処理の 

 変更） 

 従来、部門共通経費配賦前の営業

利益を社内管理及び評価の基準とし

ておりましたが、当中間会計期間よ

り、社内管理及び評価の基準を外部

公表セグメント営業利益に全社的に

統一変更いたしました。これを契機

に部門成果及びコストをより適切に

反映させるため、従来営業外収益で

計上していました従業員社宅家賃を

営業費用から控除（各部門費のマイ

ナス）とすることにいたしました。 

 この変更に伴い、従来の方法によ

った場合に比べ、営業利益が33百万

円増加しております。

（従業員社宅家賃の会計処理の 

 変更） 

 従来、部門共通経費配賦前の営業

利益を社内管理及び評価の基準とし

ておりましたが、当事業年度より、

社内管理及び評価の基準を外部公表

セグメント営業利益に全社的に統一

変更いたしました。これを契機に部

門成果及びコストをより適切に反映

させるため、従来営業外収益で計上

していました従業員社宅家賃を営業

費用から控除（各部門費のマイナ

ス）とすることにいたしました。 

 この変更に伴い、従来の方法によ

った場合に比べ、営業利益が69百万

円増加しております。



 
  

表示方法の変更 
  

 
  

追加情報 
  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

 当中間会計期間より「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。また、従来の「資本の

部」の合計に相当する金額は26,082

百万円であります。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日)

(中間貸借対照表） 

「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年6月

9日法律第97号）及び「金融商品会計に関する実務指

針」（会計制度委員会報告第14号）が平成17年2月15日

に改正されたことに伴い、前中間会計期間末まで投資

その他の資産の「その他」に含めて表示しておりまし

た投資事業有限責任組合への出資を当中間会計期間末

より「投資有価証券」に含めて表示しております。な

お、当中間会計期間末の当該出資額「投資有価証券」

は224百万円で、前中間会計期間末の投資その他の資産

の「その他」に含まれておりました当該出資額は229百

万円であります。

────────

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日)

─────── 

 

  見積もり費用の取扱いについて 

 基幹情報システムの一環としての原価計算システム

が当中間会計期間より更新されることを契機に、利益

管理・原価管理方法についても見直しを行い、従来、

製造間接費として製造原価に含めておりました受注獲

得に要する見積もり費用を、個別的に把握することが

できることとなったため、当中間会計期間から受注獲

得に要する見積もり費用を製造原価から分離し販売費

及び一般管理費に含めることといたしました。この変

更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、売上総利

益が74百万円増加しております。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末 
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

6,654百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

6,953百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

6,790百万円

 ２ 保証債務

   他の会社の金融機関等からの

借入及びリース会社とのリー

ス取引に対して次のとおり債

務保証を行っております。

   上海愛斯佩克環境設備有限公

司(中国)

銀行借入金 279百万円

リース債務 2百万円

計 282百万円

 ２ 保証債務

   他の会社の金融機関等からの

借入及びリース会社とのリー

ス取引に対して次のとおり債

務保証を行っております。

   上海愛斯佩克環境設備有限公

司(中国)

銀行借入金 179百万円

リース債務 0百万円

計 179百万円

 ２ 保証債務

   他の会社の金融機関等からの

借入及びリース会社とのリー

ス取引に対して次のとおり債

務保証を行っております。

   上海愛斯佩克環境設備有限公

司(中国)

銀行借入金 73百万円

リース債務 1百万円

計 75百万円

 

   ESPEC KOREA CORP.

銀行借入金 99百万円

計 99百万円

   アイシーエフ株式会社

借入金 100百万円

計 100百万円
 

   下記の会社に対し、債権流動

化に伴う買い戻し義務を有し

ております。

   株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

65百万円

 計 65百万円

※３ 消費税等の取扱い

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、流動負債

の「その他」に含めて表示し

ております。

※３ 消費税等の取扱い

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、流動資産

の「その他」に含めて表示し

ております。

※３  ──────

※４  ────── ※４ 中間会計期間末日満期手形

   中間会計期間末日の満期手形

の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理して

おります。なお、当中間会計

期間の末日は、金融機関の休

日であったため、次の満期手

形が、中間会計期間末日の残

高に含まれております。

    受取手形   9百万円

※４  ──────



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

 １ 減価償却実施額

有形固定資産 198百万円

無形固定資産 58百万円
 

 １ 減価償却実施額

有形固定資産 167百万円

無形固定資産 147百万円

 １ 減価償却実施額

有形固定資産 403百万円

無形固定資産 194百万円

※２ 税効果会計の適用に当たり、

簡便法を採用しているため、

法人税等調整額は「法人税、

住民税及び事業税」に含めて

表示しております。

※２     同左 ───

 

※３ 減損損失

   当社は、以下の資産グループ

について減損損失を計上しま

した。

用途 種類 場所
金額 
(百万円)

遊休 土地
京都府 
福知山市

49

計 49

   当社は、事業の種類別セグメ

ントを基礎として資産をグル

ーピングしております。な

お、遊休資産については個々

の資産単位でグルーピングを

行っております。

   上記の資産は、遊休資産であ

り、帳簿価額を回収可能価額

（正味売却価額）まで減額

し、当該減少額（49百万円）

を減損損失として計上しまし

た。

   なお、回収可能価額は不動産

鑑定評価額によっておりま

す。

 

※３ 減損損失

   当社は、以下の資産グループ

について減損損失を計上しま

した。

用途 種類 場所
金額
(百万円)

遊休 土地
京都府
福知山市

6

計 6

   当社は、事業の種類別セグメ

ントを基礎として資産をグル

ーピングしております。な

お、遊休資産については個々

の資産単位でグルーピングを

行っております。 

上記の資産は、遊休資産であ

り、帳簿価額を回収可能価額

（正味売却価額）まで減額

し、当該減少額（6百万円）

を減損損失として計上しまし

た。 

なお、回収可能価額は不動産

鑑定評価額によっておりま

す。

 

※３ 減損損失

   当社は、以下の資産グループ

について減損損失を計上しま

した。

用途 種類 場所
金額 
(百万円)

遊休 土地
京都府 
福知山市

54

計 54

   当社は、事業の種類別セグメ

ントを基礎として資産をグル

ーピングしております。な

お、遊休資産については個々

の資産単位でグルーピングを

行っております。

   上記の資産は、遊休資産であ

り、帳簿価額を回収可能価額

（正味売却価額）まで減額

し、当該減少額（54百万円）

を減損損失として計上しまし

た。

   なお、回収可能価額は不動産

鑑定評価額によっておりま

す。



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加   466株 

  減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買増しによる減少   120株 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 47,897 466 120 48,243



  

（リース取引関係） 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移転
    すると認められるもの以外のファ
    イナンス・リース取引 
 (1) リース物件の取得価額相当額、
      減価償却累計額相当額及び中間
      期末残高相当額

１ リース物件の所有権が借主に移転
    すると認められるもの以外のファ
    イナンス・リース取引 
 (1) リース物件の取得価額相当額、
      減価償却累計額相当額及び中間
      期末残高相当額

１ リース物件の所有権が借主に移転
    すると認められるもの以外のファ
    イナンス・リース取引 
 (1) リース物件の取得価額相当額、
      減価償却累計額相当額及び期末
      残高相当額

 

取得価額 

相当額 

(百万円)

減価償却 

累計額 

相当額 

(百万円)

中間期末

残高 

相当額 

(百万円)

機械 

及び装置
43 31 12

工具器具 

及び備品
85 66 18

車両及び 

運搬具
24 17 7

合計 154 115 38

 

取得価額

相当額 

(百万円)

減価償却

累計額 

相当額 

(百万円)

中間期末

残高 

相当額 

(百万円)

機械 

及び装置
43 39 3

工具器具 

及び備品
103 69 34

車両及び 

運搬具
25 10 15

ソフト 

ウェア
98 20 77

合計 270 140 130
 

取得価額 

相当額 

(百万円)

減価償却 

累計額 

相当額 

(百万円)

中間期末

残高 

相当額 

(百万円)

機械 

及び装置
43 35 7

工具器具 

及び備品
82 61 20

車両及び 

運搬具
18 13 4

合計 144 110 33

   なお取得価額相当額は、有形 
      固定資産の中間期末残高等に 
      占める未経過リース料中間期末
      残高の割合が低いため、「支払
      利子込み法」により算定してお
      ります。

同左
 

  なお取得価額相当額は、有形固
      定資産の期末残高等に占める未
      経過リース料期末残高の割合が
      低いため、「支払利子込み法」
      により算定しております。

 

 (2) 未経過リース料中間期末残高 
      相当額

１年以内 27百万円

１年超 11百万円

 合計 38百万円
 

 (2) 未経過リース料中間期末残高
      相当額

１年以内 44百万円

１年超 86百万円

 合計 130百万円
 

(2) 未経過リース料期末残高相当額
 

１年以内 25百万円

１年超 7百万円

合計 33百万円

    なお、未経過リース料中間期
        末残高相当額は、未経過リー
        ス料中間期末残高の有形固定
        資産の中間期末残高等に占め
        る割合が低いため、「支払利
        子込み法」により算定してお
        ります。 
(3) 支払リース料及び減価償却費 
    相当額 
 

支払リース料 33百万円

減価償却費 
相当額

33百万円

              同左
 
 
 
 
 
 
(3) 支払リース料及び減価償却費 
    相当額 
 

支払リース料 30百万円

減価償却費 
相当額

30百万円

    なお、未経過リース料期末残 
       高相当額は、未経過リース料 
       期末残高の有形固定資産の期 
       末残高等に占める割合が低い 
       ため、「支払利子込み法」に 
       より算定しております。 
 
(3) 支払リース料及び減価償却費 
    相当額 
 

支払リース料 58百万円

減価償却費
相当額

58百万円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 
   リース期間を耐用年数とし、残
      存価額を零とする定額法によっ
      ております。

 (4) 減価償却費相当額の算定方法
              同左 
 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 
               同左 
 

２ オペレーティング・リース取引 
  未経過リース料 
 

１年以内 4百万円

１年超 2百万円

 合計 6百万円

２ オペレーティング・リース取引
  未経過リース料 
 

１年以内 11百万円

１年超 80百万円

 合計 91百万円

２ オペレーティング・リース取引 
  未経過リース料 
 

１年以内 3百万円

１年超 2百万円

合計 6百万円



次へ 

  

（有価証券関係） 

前中間会計期間末(平成17年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

当中間会計期間末(平成18年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

前事業年度末(平成18年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 



(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

(重要な後発事象) 

  

 
  

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

重要な営業の譲受 

 当社は、平成17年10月3日をもっ

て、アイシーエフ株式会社の半導体

洗浄装置製造事業を譲受けました。 

 

 譲受けの方法はアイシーエフ株式

会社が半導体洗浄装置の製造事業を

会社分割し、下記の新設会社の全株

式を当社が譲受けるものです。 

 

(1) 会社の名称 

  エスペックICF株式会社 

(2) 所在地 

  大阪市北区天神橋3丁目5番6号 

(3) 事業内容 

  半導体洗浄装置の製造 

(4) 取得日 

  平成17年10月3日 

(5) 事業規模（平成17年3月期） 

  売上高  1,171百万円 

(6) 取得株式数 

  ２００株 

(7) 取得価額 

  546百万円 

 当社は、環境創造技術をコアとし

て広範囲な事業展開を行っており、

特に電子デバイス装置事業において

は、半導体市場のお客さまにグロー

バルに半導体評価システムやバーン

イン装置を提供してまいりました。

また、半導体市場においてウェハサ

イズの拡大や配線の微細化が進むこ

とにより、その市場は今後さらなる

成長が予測されております。新たな

事業として特徴ある洗浄装置や次世

代ドライ洗浄を手掛けるアイシーエ

フ株式会社の製造事業を譲受け、既

存製品に加え、半導体洗浄装置を市

場に投入することで、開発から製

造、検査に至る全ての工程でお客さ

まのニーズにお応えすることによ

り、電子デバイス装置事業の拡大・

強化が図れるものと考えておりま

す。

子会社の解散

 当社は、平成18年12月18日開催の

取締役会において、平成19年3月31

日をもって100％出資子会社である

下記の会社を解散することを決議い

たしました。 

 

(1) 会社の名称 

 エスペック関西株式会社 

(2) 所在地 

 京都市右京区西院溝崎町8番地 

(3) 事業内容 

 環境試験器等の販売 

(4) 解散の理由 

 内部統制の整備や決算発表の早期

化に代表されるように、より高度な

連結経営が求められるようになった

昨今の情勢を鑑み、関係会社を整

理・統合し、効率化を図るものであ

ります。 

 なお、清算配当金については現時

点で未確定でありますが、上記会社

の平成18年9月30日現在の財政状態

は以下のとおりであります。 

 総資産  567百万円 

 総負債  294百万円 

 純資産  273百万円

─────



(2) 【その他】 

平成18年11月14日開催の取締役会において、第54期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

 
  

  

(1) 中間配当金の総額 259百万円

(2) １株当たり中間配当金 11円00銭

(3) 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成18年12月8日



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第53期)

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

平成18年６月28日 
関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月19日

エスペック株式会社 

 

  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているエスペック株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期

間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査

を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、エスペック株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は当中間連結会計期間から固定資産の減損に係る会計基準が適用さ

れることとなったため、この会計基準を適用し中間連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

   

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  仲  尾  彰  記  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  和  田  朝  喜  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別
途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月22日

エスペック株式会社 

 

  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているエスペック株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期

間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について

中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、エスペック株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

   

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  仲  尾  彰  記  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  和  田  朝  喜  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別
途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月19日

エスペック株式会社 

 

  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているエスペック株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第53期事業年度の中間会計期間

(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損

益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、エスペック株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会

計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から固定資産の減損に係る会計基準が適用される

こととなったため、この会計基準を適用し中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

   

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  仲  尾  彰  記  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  和  田  朝  喜  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月22日

エスペック株式会社 

 

  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているエスペック株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第54期事業年度の中間会計期間

(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、エスペック株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会

計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

   

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  仲  尾  彰  記  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  和  田  朝  喜  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。
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